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『ラテンアメリカ・カリブ研究所レポート』 

 

「ロシアによるウクライナ侵攻で激変する国際社会（下）：ラテンアメリカ・カ

リブ（LAC）諸国の立ち位置」 

 

桑山幹夫1 

I. はじめに（上） 

II. 世界経済への影響（上） 

III. LAC 経済に与える影響（上） 

IV. LAC への地政学的影響（下） 

A. 地政学的観点からみた LAC・ロシア相互貿易 

B. ウクライナ戦争に対する LAC 諸国の反応 

１． 国連および米州機構における LAC 諸国の投票行動 

２． 米国とベネズエラ 

C. 新しい国際秩序に向けて：LAC の立ち位置 

V. 結論に代えての附言（下） 

 

 

7 月 4 日に掲載した本レポート（上）で考察したように、ロシアによるウクライナ侵攻の

煽りを受け、世界経済とラテンアメリカ・カリブ（LAC）経済の先行きに不透明感が高まっ

ている。LAC 諸国の主要貿易相手国である欧米や中国もさらなる景気後退が懸念される。

LAC 地域はコロナ禍の影響を最も強く受けている地域であり、エネルギー、食料品、肥料

価格が上昇し、これが今まで抑制されていたインフレ率を押し上げ、金利上昇を招き、経済

成長を停滞させる。だが、この紛争が LAC 諸国に与える影響の程度は国によって異なる。

金利の上昇とスタグフレーションによりマクロ経済の運営がより複雑化し、状況次第では

物価上昇と食料不足が広範な社会不安を招く可能性もある。特に、エネルギーや食料の供給

を輸入に頼る度合いが高い国では国内政情が複雑になるかもしれない。 

 

ロシアのウクライナ侵攻は、国際社会および LAC地域における米中ロ間の「陣営作り合

戦」を複雑にするという地政学的側面もある。ロシアのプーチン政権は過去 10 年間、米国

との協力体制を嫌う LAC指導者との関係を強化し、同地域における米国の影響力抑止を図

ってきた。また LAC指導者のなかには、ロシアが冷戦時代に戻ろうとして外交的・軍事的

影響力を強めるのに乗じて、中国やロシアと連携することで自らの立場の強化を図ろうと

する首脳もいる。キューバ、ニカラグア、ベネズエラのように、貿易および対外債務との関
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連もあって債権国のロシアと戦略的に密接な友好関係を維持したい国もある。米国との結

びつきが強いとされるチリとコロンビアは、プーチン大統領の行動を公に糾弾する。アルゼ

ンチン、ブラジル、メキシコの経済三大国のように、ロシアの「主権国家への違法かつ暴力

的侵攻、ロシア軍による戦争犯罪や人権侵害」を真っ向から非難することを避けてきた国も

ある。いま再び台頭する LAC地域の左派勢力にしても、ロシアによるウクライナ侵攻に関

する限り、一枚岩だとは言えない。 

 

LAC には、ロシアによるウクライナ侵攻で国際秩序が変動するなか、自国の政治・外交

的影響力を行使して米中ロとの関係を、またブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカ

の 5か国で構成される BRICSや G20（主要 20 か国・地域）のような国際組織における地

政学的バランスを巧みに操りながら、「民主主義対権威主義」の板挟みとなるのを逃れつつ、

世界の二極化の動きに楔を打つような、独自の、したたかな「陣営作り合戦」を展開してい

るように見える国もある。 

 

本レポート（下）では地政学的視点から、LAC の対ロシア・ウクライナ貿易に紛争が及

ぼす影響、国連および米州機構におけるロシアによるウクライナ侵攻非難およびロシア軍

の即時撤退を要求する決議案に関する LAC諸国の投票、ウクライナへの軍事介入をめぐっ

て LAC諸国が一貫性のある対応策をとらないことの背景にある外交要因、米国の対ベネズ

エラ制裁、LACの新しい世界秩序における立ち位置などについて分析する。 

 

IV. LACへの地政学的影響 

 

ロシアによるウクライナ侵攻は、LAC友好国に対するロシアの地政学的影響力を低下させ

るだけでなく、西半球全体における米中ロ間の地政力学バランスを大きく揺るがした。ウク

ライナ侵攻を機に、ロシアと中国との関係がさらに緊密になれば、近年、LAC 諸国が通商

関係を深めてきた中国との地政学的バランスにも影響が及ぶ可能性もある（Heine 2022）。

大串（2022）が指摘するように、ウクライナ侵攻に対する LAC 諸国の立場は、① 米国、

中国、ロシアとの関係における政権の地政学的な立ち位置、② 政治指導者の個人的な政治

志向、③ 通商関係などの経済的実利によって大きく異なる。 

 

国連や米州機構（OAS）といった国際機関の場においても、LAC諸国はこの紛争に対して

地域として共通の立場をとってこなかった。6 月に米カリフォルニア州のロサンゼルス市で

開かれた第 9回米州サミットでも露呈したように、「民主主義対権威主義」を対立軸に米州

内で分断化が進んでいるようにも見える。その一方で、ロシアの武力行使には拒否感を示す

が、米州領域外で生じる紛争に介入する米国の立ち位置は共有できないとし、「中立」を保

つことによって「反米」とみなされる国もある。経済的実利を背景に、欧米による経済制裁
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の呼びかけに乗じない国も出てくる。ただ、経済制裁に乗るか乗らないかに関しては、「地

政学的立ち位置や政権の意向が影響」していると、大串（2202）は指摘する。 

 

多くの LAC諸国にとって重要なのは、むしろウクライナ戦争が自国経済の減速や、食料

や燃料の価格上昇による深刻な社会不安を引き起こすことを防ぐことであり、元凶は侵略

そのものではなく欧米の制裁であると考え、その影響の最小化措置に重点を置く国もある。

ウクライナ戦争に関しては、経済的および外交的利益が特異な新興国・途上国がリードする

「グローバル・サウス（Global South）」2の枠組みのなかで、米国や欧州連合（EU）とは

異なる独自の姿勢を見せたい国も LAC地域にはある。グローバル・サウス（新興国・途上

国）の国々が新しい概念の下で結束してこそ、国際情勢に影響を与えることができるとする

考え方もある。 

 

A. 地政学的観点からみた LAC・ロシア相互貿易 

 

ロシアやウクライナと LAC 諸国との貿易はコロナ禍の影響で 2020 年に大きく落ち込ん

だが、2021 年にはパンデミック以前の水準まで回復した。しかし、大幅に回復はしたもの

の 2017～21 年平均でみると、LAC33 か国がロシアの輸出・輸入総額に占める割合はそれ

ぞれ 1.8%、3.3%に過ぎず、ロシアにとって LAC は主要貿易相手国・地域とは言い難い。

ウクライナにとっての貿易相手国としての LACの重要性は、ロシアと比較するとさらに低

くなる3。ウクライナの輸出総額の 1.2%が LAC向けで、輸入の 1.6%が LACから調達され

ている。 

 

LAC 諸国側からみても、ロシアは主要貿易相手国ではない。上記期間平均でみると、ロ

 
2 米バージニア大学教養学部でグローバル・サウスを専門に研究するアン・ガーランド・マーラー准教授に

よると、「グローバル・サウス」の概念には次の 3つの定義がある（Mahler 2017）。第１に、政府間開発機

関（主に「非同盟運動」を起源とする機関）において、経済的に不利な立場にある国家を指し、冷戦後の

「第三世界」に代わるものとして使われるケース。第２に、研究者や活動家が「現代の資本主義のグロー

バル化によって負の影響を受けている世界中の場所や人々」を指して「グローバル・サウス」と呼ぶ場合、

第三に、「北半球」にも「南半球」が存在することを認識し、「複数の『南』が互いに認め合い、どの『南』

にも共通するテーマや課題について考えるグローバルな政治的コミュニティ」を指すケースである。本レ

ポートでは、特に、第１の非同盟運動、第２の資本主義のグローバル化への反動、および第３の非領土的

な多様化された『南』による政治的コミュニティの側面を中心に論考する。 
3 ウクライナの対 LAC 貿易額は、ロシアのそれと比較して小さい。2017～21 年平均でみると、ウクライ

ナの対 LAC 貿易は、輸出で約 6 億ドル、輸入で 9 億ドルとなっている。LAC 域内では、メキシコ、ドミ

ニカ共和国、コスタリカ、ブラジル、コロンビア、ペルー、グアテマラ、ハイチ、アルゼンチン、ベネズエ

ラなどが主要輸出先国である。輸入先をみると、ブラジル、メキシコ、エクアドル、アルゼンチンなど、ロ

シアの LAC 輸入先国と重なる国が少なくない。ウクライナと LACとの貿易を商品別でみると、ロシアの

それと類似する品目が多い。LAC の対ウクライナ輸出では、食用の果実およびナッツ、魚並びに甲殻類、

軟体動物およびその他の水棲無脊椎動物、採油用の種及び果実、各種の調製食料品、たばこ、コーヒー、

茶、マテなどの食料品に加えて、鉱石、スラグおよび焼却灰、ボイラーおよび機械類、鉄鋼などの製造業品

も上位 15 品目に顔を出す。LAC のウクライナからの輸入において突出して額が大きいのが鉄鋼である。

対ウクライナ輸入額の 64%を占める。このような品目構成からすると、LAC とウクライナとの貿易は、食

料品と鉄鋼を軸としている。 
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シアが LACの輸出および輸入に占める割合は、それぞれ 0.5％、0.8%に過ぎない。むしろ、

ロシアにとつての LACの貿易相手国・地域としての重要性が相対的に高いと言える。ウク

ライナの貿易相手国としてのウエイトはさらに低く、LAC 輸出全体の 0.05%、輸入全体で

0.09％と、ロシアの対 LAC 比率の 10 分の 1 に過ぎない。だが、以下で考察するように、

国、品目によっては、ロシアは LACにとって主要貿易相手国であり、地政学的観点からも、

重要なパートナーだと言える。 

 

ロシア・LAC 貿易を貿易相手国別でみると、ロシアの対 LAC 輸出の 6 割超がブラジル

（39.0%）とメキシコ（26.0%）に集中しており、輸出先国の視点からも、多様化が進んで

いないのが現状だ。ロシアの LAC輸出先として、エクアドル（4.5%）、ペルー（3.9%）、ア

ルゼンチン（3.8%）、トリニダード・トバゴ（3.7%）、コロンビア（3.5%）、キューバ（3.0%）

が続く。ベネズエラ（1.3%）、ニカラグア（0.8%）も上位 15 か国に含まれる（表―3）。貿

易額は多くはないが、これまでプーチン政権との友好関係を築いてきた国々が目立つ。LAC

の対ロシア貿易関係は、地政学的な側面を反映する側面が強いと言える。 

 

表―3: ロシアの対 LAC（33 か国）貿易 貿易相手国上位 15 か国 

2017～2021 年平均額 

（単位 1000 ドル、パーセント） 

ラ

ン

キ

ン

グ

輸出先 輸出額

対LAC輸出総

額に占める割合

（％）

ラ

ン

キ

ン

グ

輸入先 輸入額

対LAC輸入総額

に占める割合

（％）

1 ブラジル 2,865,427 39.0 1 ブラジル 2,409,870 29.9

2 メキシコ 1,907,897 26.0 2 エクアドル 1,322,000 16.4

3 エクアドル 329,774 4.5 3 メキシコ 1,078,627 13.4

4 ペルー 287,163 3.9 4 チリ 889,727 11.0

5 アルゼンチン 278,576 3.8 5 アルゼンチン 836,301 10.4

6 トリニダード・トバゴ 270,499 3.7 6 パラグアイ 714,639 8.9

7 コロンビア 257,809 3.5 7 ペルー 206,381 2.6

8 キューバ 219,968 3.0 8 ウルグアイ 143,051 1.8

9 バハマ 176,635 2.4 9 コロンビア 141,658 1.8

10 ベネズエラ 92,742 1.3 10 コスタリカ 105,794 1.3

11 チリ 91,683 1.2 11 ジャマイカ 83,244 1.0

12 グアテマラ 89,859 1.2 12 ドミニカ共和国 29,461 0.4

13 ドミニカ共和国 73,493 1.0 13 グアテマラ 28,424 0.4

14 セントルシア 63,218 0.9 14 ホンジュラス 19,067 0.2

15 ニカラグア 61,961 0.8 15 ニカラグア 15,897 0.2

その他 274,865 3.7 その他 35,685 0.4

LAC（33）合計 7,341,571 100.0 LAC（33）合計 8,059,827 100.0

ロシアの対世界輸出 輸出総額

LACがロシアの

輸出総額に占め

る割合　（％）

ロシアの対世界輸入 輸入総額

LACがロシアの輸

入総額に占める割

合　（％）

世界全体 411,725,430 1.8 世界全体 246,813,596 3.3

ロシアの対LAC輸出（2017～21年平均） ロシアの対LAC輸入（2017～21年平均）

 

出典：ITC（International Trade Centre）のデータベースから筆者作成。 

 

ロシアの LAC からの輸入（2019～21 年平均）を国別でみると、輸入総額の 29.9%を占

めるブラジルに次いで、エクアドル（16.4％）、メキシコ（13.4％）、チリ（11．0%）、アル

ゼンチン（10.4%）、パラグアイ（8.9%）、ペルー（2.6%）、ウルグアイ（1.8%）、コロンビ

ア（1.3％）、コスタリカ、ジャマイカ、ドミニカ共和国、グアテマラ、ホンジュラス、ニカ

ラグアなどの中米、カリブ諸国も上位 15か国に含まれる（表―3）。ロシアの対 LAC貿易構
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成を国別でみると、輸出に比べて輸入で相手国が多様化していることが分かる。これまで親

ロシア路線を維持してきたニカラグア、あるいは、エクアドルのように過去にロシアと関係

強化を図った背景がある国からだけでなく、パラグアイなどのメルコスール加盟国や太平

洋同盟加盟国からの輸入も少なくない。 

 

LAC（33か国）の対ロシア輸出構造を商品別（HS4桁）でみると、バナナ、大豆、食肉、

魚並びに甲殻類、落花生、コーヒーなどの食料品が主要輸出商品となっている。チーズ・カ

ードなどの酪農品、デーツ、イチジク、パイナップル、アボカドなどの果実、切り花も上位

15品目に含まれる（表－4A）。LAC諸国にとって、ロシアがこれらの食料品や農産品の主

要輸出市場となっていることが分かる。これらの食料品の他に、LAC からスラグおよび焼

却灰、乗用車、銅およびその製品など、様々な機械、鉱物、金属製品がロシアに輸出されて

いる。LAC のロシアからの輸入構造を商品別でみると、肥料、鉱物性燃料および鉱物油、

鉄鋼の 3 商品が輸入額の 74％、特に肥料が輸入の約 47%を占めていることから、1 商品に

偏っていることがわかる（表－4B）。LAC諸国が大量に世界から輸入する肥料の 21％相当

をロシアから輸入していることになる。ロシアにとって LACが肥料の主要輸出先となって

いる。アルミニウム、ゴム製品、ワクチンを含む医療用品、穀物なども上位 15品目に含ま

れる。 

 

LACで最大の貿易相手国であるブラジルのロシアからの輸入は、コロナ禍以前（2019年）

に比べて 2021 年に 1.5 倍まで拡大し、輸出はパンデミック以前の水準まで回復している。

ブラジルの対ロシア輸入では、肥料、石油製品、鉄鋼製品が上位３品目となっている。肥料

がロシアからの輸入総額に占める割合が極めて高いのが特徴と言える。2019～21 年平均で

みると、ロシアからの肥料輸入額 25 億ドルは、ブラジルの対ロシア輸入総額 40 億ドルの

61％を占める。ブラジルが世界から輸入する肥料輸入総額（108 億ドル）の 23%をロシア

に頼っていることになる。対ロシア輸出では、大豆、肉、コーヒー、落花生などが主要品目

である。 

 

ロシアのタス通信によると、ウクライナ侵攻が始まる直前の 2 月初めにブラジルのボル

ソナロ大統領がロシアのプーチン大統領を公式訪問した際、両首脳は農産業分野における

さらなる協力、両国間の関税手続きの簡素化の必要性に加えて、「ロシアのブラジルへの肥

料供給が増加したこと」を高く評価するとの声明を出している（Tass 2022a）。ブラジル国

内の精製能力だけでは石油製品の需要を満たすことができないことから、ボルソナロ政権

は 7 月、欧米による経済制裁にも関わらず、国内でのエネルギー価格上昇の歯止めを狙っ

てロシアからできる限り多くのディーゼルを購入したい考えを表明している4（IAD 2022k）。 

 
4 ブラジルのカルロス・フランサ外相は 7月 12日、ロシアからできる限り多くのディーゼル油を調達した

い考えを表明した。ロシアからのディーゼル油輸入を継続することを決めたことは、次の３つの要因が背
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表―4: LAC（33）か国の対ロシア貿易 商品別（HS4 桁）、上位 15 品目、 

2019～21 年平均、 

（単位 100 万ドル、パーセント） 

A. LAC 諸国の対ロシア輸出 

LAC の対ロシア

輸出

各商品がLACの

対ロシア輸出に

占める割合

LACの対世界

輸出

対ロシア輸出が

LACの対世界

輸出に占める割

2019～21年

平均 (A)

2019～21年

平均

2019～21年

平均 (B)
(A)/(B)

百万ドル （％） 百万ドル （％）

1 0803 バナナ（プランテインを含む） 694 12.6 7,975 8.7

2 1201 大豆（割ってあるかないかを問わない） 635 11.6 36,966 1.7

3 0202 牛の肉（冷凍したものに限る） 516 9.4 11,593 4.5

4 0303 魚（冷凍したもの) 343 6.3 2,559 13.4

5 1202 落花生及びその加工品 156 2.8 1,113 14.0

6 0901 コーヒー、コーヒー代替品 153 2.8 11,648 1.3

7 0207 家きん、あひる、がん、七面鳥の肉及び内臓 140 2.6 7,040 2.0

8 0603 切り花および花芽 137 2.5 2,522 5.4

9 0306 甲殻類 136 2.5 7,319 1.9

10 0206 牛、豚、羊、山羊、馬の食用内臓肉 129 2.4 1,111 11.6

11 2620 スラグ、灰及び残留物 101 1.9 156 65.2

12 1701 サトウキビまたはビート糖 95 1.7 10,577 0.9

13 0406 チーズ・カード 89 1.6 634 14.1

14 0804 デーツ、パイナップル、アボカド、グアバ、マンゴー 69 1.3 6,721 1.0

15 8703 乗用車及び人の輸送のための自動車 61 1.1 47,712 0.1

その他 2,030 37.0 906,279 0.2

合計 全商品 5,485 100.0 1,061,927 0.5

商品表示
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ド
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）
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ン
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B. LAC 諸国の対ロシア輸入 

LAC の対ロシア

輸入

各商品がLACの

対ロシア輸入に

占める割合

LACの対世界

輸入

対ロシア輸入が

LACの対世界

輸入に占める割

合

2019～21年

平均 (A)

2019～21年

平均

2019～21年

平均 (B)
(A)/(B)

百万ドル （％） 百万ドル （％）

1 3102 窒素肥料（鉱物性肥料及び化学肥料に限る） 1,586 18.8 6,257 25.4

2 3105 肥料成分（窒素、リン及びカリウム） 1,221 14.4 6,590 18.5

3 3104 カリ肥料（鉱物性肥料及び化学肥料に限る） 1,182 14.0 4,358 27.1

4 2710 石油及び瀝青油（原油を除く） 604 1.8 70,217 0.9

5 2701 石炭及び練炭、豆炭 433 1.5 4,469 9.7

6 7601 アルミニウムの塊 412 1.5 3,174 13.0

7 7207 鉄又は非合金鋼の半製品 283 1.2 1,886 15.0

8 4002 合成ゴム、油から製造したファクチス 140 1.2 1,328 10.6

9 7110 白金（加工してないもの） 122 1.1 867 14.1

10 3002 人血、治療用、予防又は診断用 119 1.0 11,297 1.1

11 2709 石油及び瀝青油（原油に限る） 100 0.9 13,488 0.7

12 7213 鉄又は非合金鋼の棒 82 0.9 816 10.1

13 7208 鉄又は非合金鋼のフラットロール製品 65 0.7 3,400 1.9

14 7206 鉄又は非合金鋼のインゴット 60 0.7 106 56.8

15 1107 麦芽 51 0.7 1,199 4.3

その他 1,990 8.3 937,971 0.2

合計 全商品 8,453 100.0 1,067,424 0.8

ラ

ン

キ

ン

グ

H

S

コ

ー

ド

（

4

桁

）

商品表示

 

出典：ITC（International Trade Centre）のデータベースから筆者作成。 

 

景にあると考えられる。① エネルギー価格の上昇による国民の不満に対応し、10 月の大統領再選に世論

調査でルーラ候補に引き放されているボルソナロ大統領の巻き返し作戦の一環、② プーチン大統領に対す

る個人的なシンパシーも作用してか、ボルソナロ政権はロシアのウクライナ侵攻を否定することには消極

的であったこと、③ BRICS の戦略的パートナーであるロシアとの関係強化を狙いとする経済的・地政学

的要因、である。ブラジルは世界で第 5 位の原油生産国ではあるが、国内の精製能力では製品総需要を満

たすことができず、輸入に頼っているのが現状である。ブラジルは、年間総ディーゼル油需要の 20%から

25%を輸入しており、需要が高い月には、ディーゼル油輸入量は燃料需要の 27%を超える。しかし、取り

引きの詳細はまだ不明であり、このような取り引きには通常米国や欧州の銀行が関与するため、ロシアに

課された制裁によりロシアに対する支払いに影響が及ぶ可能性がある（IAD 2022k）。 
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ロシアからの輸入高でブラジルに次いで第 2 位のメキシコについては、鉄鋼製品、肥料、

アルミニウムがロシアからの上位３輸入品目である。しかし、メキシコは製鉄関連製品の調

達先が多様化されているため、同品目におけるロシアのシェアは低い（ロシアからの輸入は

メキシコの鉄鋼製品輸入総額の 4％に過ぎない）。だが、肥料についてはブラジルと同様に、

メキシコが世界から輸入する肥料輸入総額（2019～21年平均で 16 億ドル）のうち、約 24%

（4億ドル）をロシアから調達している。次節で考察するように、ブラジルやメキシコが国

連や OASなどの国際機関の場で、ロシアによるウクライナへの「違法かつ不当で無謀な侵

略を強く非難する」宣言への合意や「軍事プレゼンスの即時撤収」要求を避けてきた背景に

は、上述のような経済的実利への配慮が働いているのかもしれない5。 

 

LAC の輸出先としてのロシア市場の重要性は、国および商品によって変わってくる。例

えば、貿易相手国としての重要性からすると、パラグアイにとって、ロシアはブラジル、ア

ルゼンチン、チリに次いで第 4位の輸出国である（2021年統計）。ロシアがパラグアイ輸出

総額に占める割合は 6.7％と高い。同様に、ジャマイカ6（2020 年統計で第 5 位、5.5％）、

エクアドル（2021 年統計で第 5 位、3.8％）においても、輸出先としてのロシアのウエイト

が高い。 

 

ブラジルやメキシコと並んで、エクアドルが LAC地域でロシアの上位貿易相手国となっ

ていることは興味深い。エクアドルの対ロシア輸出は 2021 年に 10 億ドルに達した。エク

アドルにとって、ロシア（エクアドルの世界輸出総額の 3.8%）は、米国（24.4%）、パナマ

（15.1%）、中国（13.9％）、チリ（4.3％）に次いで第 5位輸出国である。主要輸出品である

バナナとエビが、それぞれ対ロシア輸出額の 70%、16％を占める。エクアドルのバナナ輸

出の 20％超がロシア向けである。一方で、過去 25年間、ロシアのエクアドルへの輸出は年

率 10.9％で増加しており、2021 年には 4億 6,000 万ドルまで順調に伸びた。ロシアがエク

アドルに輸出した上位３品目は、石油製品（2 億 4,500 万ドル）、肥料（1 億 90 万ドル）、

紙および紙パルプ（6,000万ドル）であった。ロシアからの輸入では、エクアドルでも石油

関連商品、肥料のウエイトが高い。エクアドルは対ロシア貿易で大幅な赤字を計上する。エ

クアドルのように世界で有数の原油産油国であっても、石油精製品の多くを輸入に頼らな

ければならない事情がある。エクアドルは、貿易の多様化を目指して、7 月 28 日、中国と

の自由貿易協定（FTA）交渉の第一ランドを終えた（IAD 2022l）。早ければ 2022年末にも

 
55 ロシアはカリ肥料、リン酸塩、窒素含有肥料の主要生産国である。年間 5,000万トン以上を生産してお

り、これは世界全体の 13%に相当する。ロシア政府は肥料の国内供給を確保するために、2021年 12月か

ら 2022 年 5 月まで肥料輸出枠を設定していた。6 月には 7～12 月向けの新しい輸出枠が設けられた。ウ

クライナ侵攻が始まってからも、LACやアジア向けの肥料輸出は続いている模様だ（Reuters 2022c）。 
6 ジャマイカの対ロシア輸出の 99%がアルミニウム関連の商品である。その他に、酒類、コーヒーが主要

輸出品目となっている。 
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署名したい考えだ。エクアドルの貿易多様化にとって、第 5 位輸出国であるロシア市場へ

のアクセス拡充は重要となってくる。 

 

しかし、ロシア・ウクライナ戦争以前には年間 15億ドルを超えたエクアドルのロシアと

の相互貿易に障害が出ている。対ロシア制裁、欧州の港湾における貨物渋滞の影響で、ロシ

アが主要輸出先であるエクアドルのバナナ、エビ、生花などの生産者が 3 月以降、苦境に立

たされることになった7（Wall Street Journal 2022）。「エクアドルの場合、バラ、バナナ、

エビ、インスタントコーヒーなどの品目は、ウクライナ、ベラルーシ、ロシアに輸出できな

いため、約 12億ドルの影響を受ける」とラッソ大統領は 5 月に開かれた米国商工会議所主

催の第 2回グローバルフォーラムで述べている（US Chamber of Commerce 2022）。6月

中旬から農村部で始まり、後に首都キトに集結した抗議デモの背景には、燃料価格の上昇と

インフレの急上昇に加えて、ウクライナ侵攻により主要農産品の出荷が中断されて国内価

格が下落したことと関係しているとの見方もある。だが、「ラッソ政権は一貫して、平和を

求める立場を維持し、人権の侵害と国際法の違反を非難してきた。人権の保護が最も重要で

あり、通商関係が我々の価値観よりも重要とはなりえない」とフアン・カルロス・ホルギン

外相はインタビューで答えている（Infobae 2022）。 

 

 絶対額では少ないが、ロシアとパラグアイとの相互貿易が近年に増大している。パラグア

イの対ロシア輸出は 2021 年に 7 億 300 万ドルに達した。大豆（3 億 4,500 万ドル）、冷凍

牛肉（2 億 9,000 万ドル）、食肉（牛、豚、羊、ヤギなど）（3,400万ドル）の 3品項目が輸

出全体の 97%を占める。ロシアからの輸入総額は、輸出の１割弱の 6,370 万ドルに過ぎず

ない。パラグアイの対ロシア貿易は大幅な黒字となっている。輸入を品目別でみると、肥料

成分（窒素、リンおよびカリウム）（1,720万ドル）、カリ肥料（1,700 万ドル）、アスファル

ト混合物（1,080万ドル）、窒素肥料（420万ドル）に次いで、コロナワクチンを含む医薬品

（330 万ドル）が上位 5品目に含まれることは興味深い。ロシアの統計によると、同年にロ

シアはパラグアイに 1,000 万ドル相当のコロナワクチンをパラグアイに輸出している。 

 

ウクライナ侵攻の影響で、パラグアイでも牛肉で貿易問題が生じた（Wall Street Journal 

2022）。農産物輸出に大きく依存するパラグアイは、2021年に牛肉輸出の約 38％をロシア

に出荷している。パラグアイ経済研究所（CADEP）の創設者で経済学者のフェルナンド・

マッシによると、「ロシアは大豆と肉を主とした 7 億ドルの輸出先であり、この市場を開拓

 
7 エクアドルの農業部門は、使用する投入財・原材料の 60％を輸入に頼っている。ウクライナ戦争の影響

により、肥料を含む原材料の価格が高騰し、バナナや生花などの主要な輸出品ではロシアとウクライナ市

場へのアクセスが遮断され、大きな打撃を受けた。2021 年、両国へのバナナ輸出額は 7 億 8,600 万ドル

で、ロシアはエクアドルのバナナ輸出の 20％、生花の 15％を購入している（Brito 2022）。バナナ生産は

エクアドルにとって主要産業であり、ウクライナ侵攻は 30万人の直接雇用者、100万人の間接雇用者に影

響を与えている（Wall Street Journal 2022）。 
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するためにパラグアイは努力してきた。肉類では、ロシア、ブラジル、チリが主な買い手で

ある。ロシアにとって SWIFTなどの国際決済システムが閉ざされると、対外貿易業務に影

響が出て輸入能力が低下し、再び正常に輸入できるようになるまで代替手段を検討しなけ

ればならなくなる」と警戒心を露わにしている8。貿易面では多大な影響を被る可能性のあ

るパラグアイだが、同政府は外交上では一貫して、「侵略を強く非難する」立場をとり、「紛

争の平和的解決」を支持してきた（La Nación 2022、Malamud and Núñez 2022）。 

 

上述のように、LACとロシアとの相互貿易は LAC外の国・地域と比較して金額が少額の

ケースが少なくないかもしれないが、品目によっては、ロシアへの依存度が高い国がある。

特に、パラグアイ、ジャマイカ、エクアドルにとってロシアは重要な輸出先である。輸入で

は、ブラジルやメキシコだけでなく、その他の農産物の輸出国のロシアからの肥料輸入の依

存度は高い。食料不足に苦しむベネズエラでは、国内で消費する小麦の 8 割をロシアに頼

っているという事情もある。 

 

ロシアのプーチン大統領はこれまで、LAC 域内での政権交代や再度の左傾化の動きを見

極めつつ、ワクチン外交、貿易と安全保障を軸に、対 LAC 外交関係の強化を図ってきた。

プーチン政権は長年、ベネズエラ、キューバ、ニカラグアなど、米国から制裁を受ける LAC

政権を政治的、外交的に支援してきた。新型コロナ感染症（COVID-19）の拡大防止に向け

て、ロシア産のスプートニク V ワクチンは、無償ではないものの、アルゼンチン、ボリビ

ア、ニカラグア、パラグアイ、ベネズエラに最初に届いたワクチンであった（Malamud and 

Núñez 2022）。ロシアのウクライナ侵攻に対する LAC諸国の外交反応は、各国の貿易・投

資関係などの経済的実利にも大きく左右されるのである。 

 

B. ウクライナ戦争に対する LAC諸国の反応 

 

LAC 諸国の対応は、米中ロ関係における LAC の地政学的な立ち位置によっても変わっ

てくる。ロシアのプーチン大統領は、ウクライナ侵攻に対する欧米からの非難を他国による

「内政干渉」と呼び、米国の圧力に反発し、ロシアは北大西洋条約機構（NATO）のさらな

る東方拡大に反対するとの表明を繰り返す。一方で、中国は、「各国の合理的な安全保障上

の関心事を重視・尊重し、交渉を通じてバランスのとれた、効果的で持続可能な欧州安全保

障メカニズムを形成すべきだ」としている（Moritshugu 2022）。中国の対ロシア支援姿勢

を反映してか、2022 年上半期（1 月～6 月）の中国のロシアからの輸入額は前年同期比で

 
8 米国、EU、英国および同盟国が課した金融制裁の一環としてロシアの銀行が国際決済システム SWIFT

から追放されたことを受け、支払い金の回収が不透明となったことを理由に、パラグアイ食肉商工会議所

は、侵攻が始まった直後の 2 月 28 日、ロシアへの食肉出荷を停止したと報告したと発表している（El 

Surtidor 2022）。 
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48%増えた。プーチン大統領は、ロシア東部から年間 100 億立方メートルのガスを中国に

供給する新たな契約を結ぶなど、両国間の緊密な経済関係を強調する。 

 

プーチン大統領は、ウクライナ侵攻が始まる直前、ロシア支持の確保と対米勢力の維持を

狙って、何人かの LACの指導者との関係強化を図った。ロシアがウクライナとの国境近く

に 11 万 5,000 人の軍隊を配置したと報じられ、欧米との緊張が高まるなか、アルゼンチン

のアルベルト・フェルナンデス大統領は、北京で開催された冬季オリンピックの開会式直前

にクレムリンを訪問し、2月 3日にプーチン大統領と会談している。両首脳は翌 4日には北

京で中国の習近平国家主席9と会談している。プーチン大統領は、アルゼンチンが西半球で

最初にスプートニク V ワクチンを承認した国でもあり、アルゼンチン国内の工場でも製造

され、LAC 域内で使用されていることに対して謝意を表した。フェルナンデス大統領は、

他の国からのワクチン調達が難しい状況の下での援助に深謝すると述べたうえで、「アルゼ

ンチンは、ロシアのラテンアメリカへのゲートウェイになりうる。我々は、ロシアとラテン

アメリカ諸国との協力関係を発展させる立場にある。エクアドル、ペルー、パラグアイにロ

シアのワクチンを供給する際の架け橋となった」と、他の分野においてもロシアと協力して

いく用意があるとラブコールを送った（Raszewski 2022）。 

 

フェルナンデス大統領は、アルゼンチンは深刻な対外債務および経済問題を抱えて苦境

に立たされているが、その背景には「1990 年代以降、アルゼンチン経済が米国との関係に

大きく依存しており、実際、対 IMF（国際通貨基金）債務も、米国との関係から生じた問

題である」と述べている。「米国への依存度を低めて、445 億ドル超の IMF債務を軽減すべ

きだ」と主張した10（Government of Russia 2022）。アルゼンチン国内では、この対 IMF

関連発言が非難の的となった。政府が 1 月 28 日に IMF と債務再編に合意したと発表した

 
9 中国の人権侵害をめぐり、米国、カナダ、英国、オーストラリアなどの政治家代表団が 2022年北京五輪

の開会式の参加をボイコットするなか、LACからはアルゼンチンのフェルナンデス大統領とエクアドルの

ラッソ大統領がともに出席している。中国訪問の際に、フェルナンデス大統領は、「一帯一路」構想に関す

る覚書に調印した（Heine 2022）。エクアドル、ペルー、チリなど、他の 19 の LAC 諸国国がこの構想に

参加している。加えて、フェルナンデス大統領は、中国の中央銀行との間で結ばれている「外貨準備スワ

ップ協定」に、約 30 億ドル相当の中国外貨準備を追加するよう要請したと報じられる（Osborn 2022）。

エクアドルのラッソ大統領は、中国との間で二国間自由貿易協定（FTA）の交渉開始など、二国間の重要

議題について習近平主席と会談した（Heine 2022）。エクアドルは、中国との FTAにより、最多の対中輸

出品であるエビに加えて、バナナ、ピタヤ果実などの輸出増加により、貿易の多様化を図りたい意向だ。

また、ラッソ大統領は、エクアドルの 40 億ドル超の対中債務の再交渉を提案した。その引き換えとして、

中国はエクアドルでのインフラ建設の入札に自国企業が全面的に参加できるような保証を要求した可能性

があるとも伝えられる。米国は、中国企業が安全保障上のリスクをもたらすとして、エクアドルの電気通

信分野におけるこのような拡大を阻止しようとしている（Osborn 2022）。 
10 「当初、わが党（正義党）が政権を担っていた 2003年から 2015年まで、米国依存を軽減しようと懸命

に努力した。この目的に向けて、我々は多くのことを達成したことも確かだ。当時、ロシアと戦略的な協

定を結び、二国間の関係を強化したことは覚えていらっしゃるでしょう」とフェルナンデス大統領は、ネ

ストル・キルチネル（2003～07年）およびクリスティーナ・フェルナンデス・デ・キルチネル（2007～15

年）の政権下で、両国の関係が強化されたことを、プーチン大統領に強調している（Government of Russia 

2022）。 
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ばかりだ。マウリシオ・マクリ前大統領は、ソーシャルネットワーク上で、フェルナンデス

の発言は「危険」であり、IMFとの「合意を危うくする」と書き込んだ。一方で、会談後の

記者会見でプーチン大統領は、「我々は主権と国際法の優位性を守る。国連内の国際的なプ

ラットフォームで我々のアプローチを調整し、20か国・地域（G20）で協力するつもりだ」

と述べている（Buenos Aires Times 2022）。 

 

プーチン大統領は 2 月 16日、米国の影響からの脱却を目指すと表明してきたブラジルの

ジャイル・ボルソナロ大統領とモスクワで会談した。これまで、「ソ連型の社会主義や共産

主義を否定すべき世界悪として喚起してきたボルソナロ大統領が、ロシアの勢力圏とは言

い難いラテンアメリカと関係強化を図り、自国を孤立させようとする欧米側の試みを覆さ

せたいプーチン大統領と会談」したと、ワシントン・ポスト紙のリオデジャネイロ支局長の

テレンス・マッコイはこの両首脳会談を特徴づける（McCoy 2022）。モスクワ訪問を中止す

るようにとのバイデン米政権からの圧力にもかかわらず11、ブラジル側はプーチン大統領と

の会談に踏み切り、ロシアとの「連帯」を強調した。プーチン大統領は、ブラジルを「ラテ

ンアメリカにおけるロシアの最も重要なパートナー」として位置づけた（McCoy 2022）。ボ

ルソナロ大統領には、ロシアや中国との関係強化を図りながら、米国の LAC地域における

覇権回復に歯止めをかける狙いがあった（Gago Ostos 2022）。 

 

プーチン大統領はボルソナロ大統領に対して、これまで行われてきた経済12や軍事面13で

の協力に加えて、複数の原子力発電所の建設、バイオテクノロジー、ナノテクノロジー、人

工知能、情報技術などの最先端分野における両国の技術同盟の活性化を提案している

（Ramonet 2022）。ロシアのタス通信によると、ボルソナロ大統領は、ロシアが国連安全保

障理事会の改革によるブラジルの常任理事国入りを一貫して支持してきたこと、2022 年か

ら 23年の安保理非常任理事国として選出されたことに、プーチン大統領に謝意を表明した。

20 か国・地域（G20）における二国間協力、BRICS 内での連携強化、南米共同市場

（MERCOSUR）とユーラシア経済連合（EAEU）との対話などについても話し合われた模

様だ（Tass 2022c）。 

 
11 米政府関係者によると、「このような訪問は、ロシアに正当性を与える。西側諸国がロシア侵略の可能性

を阻止するために団結しようとするこの時期に、ロシアの孤立を和らげることになる」と米国の高官がボ

ルソナロ大統領にモスクワ訪問をキャンセルするよう説得したが、聞き入れられなかったと報じられてい

る（McCoy 2022）。 
12 両首脳は、「二国間貿易がコロナ禍以前の水準まで回復していることを評価し、高付加価値商品の割合を

増やすことによって二国間貿易を拡大・多様化し、経済協力することについての相互関心を再確認」し、

「二国間貿易の安全確保を目的とした税関手続きの簡素化における協力」の動きを評価している。農産業

分野での協力関係の強化について、両大統領から、「ブラジルへのロシアからの肥料供給が増加したことは

称賛に価する」との発言もあった（Tass 2022a）。ウクライナ侵攻が始まる以前にも、肥料供給について触

れていることは、ブラジルの農業にはロシア産肥料の安定的確保が重要であるとの証でもある。 
13 モスクワ国立国際関係大学欧米学科長のリュドミラ・オクネヴァは、ロシアとブラジルとの軍事協力が

進んでいると指摘する。「防衛協力は伝統的なものである。ボルソナロ大統領の 3年間、軍の全兵科（陸軍、

海軍、空軍）を代表する国防省高官の相互訪問があった」と指摘している（Tass 2022c）。 
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ブラジルおよびアルゼンチン首脳会談に先駆けて、プーチン大統領は 2022年 1 月、キュ

ーバのミゲル・ディアス＝カネル大統領と電話会談し、ロシアとキューバの「戦略的パート

ナーシップ」の強化について意見交換した。この両首脳会談を踏まえて、ロシアのユーリ・

ボリソフ副首相がベネズエラ（2 月 16 日）、キューバ（17 日）、ニカラグア（18日）の 3か

国を訪問している。ボリソフ副首相訪問の際には、キューバ政府は米国の対ロシア攻勢を

「プロパガンダ的ヒステリー」として非難し、NATOの領界線「拡張」に対する強い拒否感

を表明している（AFP 2022）。加えて、ウクライナ侵攻直前に、ロシアのヴャチェスラフ・

ヴォロージン国家院議長がハバナを訪問し、侵略前日の 2 月 23日、ドゥーマ（ロシア連邦

議会下院）が 23 億ドルのキューバ債務再編法案14を承認した。2006年から 2019 年にかけ

て付与された「4件の政府間融資契約の枠組みのなかで、キューバの対ロシア債務の再編成

を狙う」ものである（Malamud and Núñez 2022）。キューバの債務削減に向けてロシアは、

ソ連時代からの 320億ドル相当の累積債務を 2014年に免除している（Gago Ostos 2022）。

このように、キューバに対するロシア支援は、対外債務削減・再編において実利的な意味合

い有している。 

 

権威主義的な政権下にあるニカラグアでは、オルテガ政権が復帰した2007年から、軍事、

情報、貿易分野でロシアとの関係を強めてきた（Malamud and Núñez 2022、Gago Ostos 

2022）。ロシアはニカラグアに麻薬対策訓練センターの開設、ニカラグア軍の近代化への支

援を表明している。ベネズエラでは、軍備整備のための専門家の派遣、軍用機や対ミサイル

システムの売却、二国間軍事演習など、いずれも軍事・情報面での支援を行ってきた（Gago 

Ostos 2022）。2021 年、ニカラグアは台湾と決別し、中国との関係強化を図る。 

 

キューバやニカラグア政府は、反米外交の一環として、軍事面を含めロシアとの関係を強

化してきた。そのため、ベネズエラと同じく、キューバやニカラグアは限定的であっても米

国と和解を図り（この点については次節で考察）、これまで維持してきたロシアとの友好関

係を放棄する可能性は低いというのが一般的な見方だ。「米国にとって、キューバやニカラ

グアと和解することは、メリットよりもコストの方が大きい。どちらも石油を保有しておら

ず、ロシアへの依存度が高い。」（Malamud and Núñez 2022）。だが、コロナ禍や米国によ

る経済制裁の影響で、キューバの国内総生産（GDP）は 2020年に 10.9％落ち込んだ。ウク

ライナ戦争は、高インフレ、ペソ切り下げ、食料、医薬品、その他の生活必需品の慢性的な

 
14 キューバは、米国による経済制裁や基幹産業である観光業へのコロナ禍の影響により、2020 年に過去

27 年間で最悪とも言える経済危機に直面し、10.9%のマイナス成長に落ち込んだ。このような危機的な状

況のなか、キューバ政府は 2021年 6月、パリクラブ債権団との債務返済に関する 2015年協定に定められ

る返済条件を再調整することに合意し、111億ドルの債務について 85億ドルの評価損を計上することにな

った。この債務再編案は、2020年に G20加盟国が採択した、「貧困国の債務負担を軽減するための多国間

イニシアティブ」の一環として、ロシアのプーチン大統領が強く支持したと報じられる。新しい債務返済

案によると、返済期限は 2027年 12月 15日までとなった（AFP 2022）。 
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不足、燃料価格の高騰、ロシア銀行経由の決済システムに頼る貿易金融など、多大な問題に

直面するも、回復の兆しが見えてきたキューバ経済15の足かせとなることが否めない

（Frank 2022）。 

 

ロシアによるウクライナ侵攻は、「LAC 地域内の左派勢力を分断する深い溝を露呈した」

と英国の王立国際問題研究所（Elcano Royal Institute）のカルロス・マラムドおよびロヘリオ・

ヌニェス両研究員は指摘する（Malamud and Núñez 2022）。ロシアと友好関係にあるキュー

バ、ニカラグア、ベネズエラはプーチン政権を支持し、ボリビアのエボ・モラレス元大統領

は、「NATO は国際平和と安全に対する深刻な脅威であり、その侵攻と侵略の歴史がそれを

証明している」とプーチン政権の正統性を強調する。だが、ブラジルのルーラ・ダ・シルバ

大統領候補やチリのガブリエル・ボリッチ新大統領は、これらの左派政権の立場から距離を

置いていることも確かだ。ルーラ大統領候補はツイッターで、「戦争、一国による他国への

軍事攻撃には誰も賛同できない」と侵略の正当性を否定している。チリのガブリエル・ボリ

ッチ大統領は、メキシコのアンドレス・マヌエル・ロペスオブラドール（AMLO）大統領や

アルゼンチンのフェルナンデス大統領とは異なり、「侵略」について話すことに躊躇せず、

「チリとして、ウクライナへの侵略、主権の侵害、不法な権力行使を非難」する。ラテンア

メリカで再び台頭する左派勢力もロシアの侵攻については一枚岩ではない。 

 

１．国連および米州機構における LAC諸国の投票行動 

 

ロシアのウクライナ侵攻に対して LAC諸国は当初、様々な外交反応を示した。キューバ

16、ニカラグア17、ベネズエラ18の 3 か国は、ロシア支持を表明、ペルー、エクアドル、ホ

ンジュラス、メキシコなどは停戦を呼びかけた。米国との結びつきが強いとされるチリとコ

 
15 国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会（ECLAC）によれば、キューバ経済は 2021 年に 0.5%のプラ

ス成長に転じ、2022 年には 3.4%まで回復するとの予測を出している。また、2020 年にマイナス 2.2％成

長に終ったニカラグア経済は、2021 年にはプラス 7.4%に好転した。ウクライナ戦争の影響もあって、

ECLAC は 2022年の成長率を当初の 3.0%から 2.5%に引き下げた。また、2021年にマイナス 3.0％成長に

終ったベネズエラ経済は 2022 年には大幅に回復すると ECLAC は予測する。ウクライナ戦争の煽りで、

2022年の成長率を 3.0%から 5.0％に上方修正した（ECLAC 2022a, 2022b）。 
16 キューバ外務省（MINREX）によると、ミゲル・ディアス＝カナル大統領が、キューバ訪問中のロシア

連邦議会のボローデイン議長と 2月 23日に会談した際、同大統領は、「制裁の発動と NATOの国境への拡

大に直面するロシアへの連帯」を表明したうえで、「ロシアとウクライナの紛争の対話と平和的解決」を提

唱したと報じられる（Yepe 2022）。欧米側からすると、「キューバは他のロシア友好国と同様、侵略によっ

て恥をかいた」、「これまで EU との関係強化に努めてきたキューバ政府の方針に水を差すもの」だとポー

ル・ヘアー元駐キューバ英国大使は述べている（Frank 2022）。 
17 ダニエル・オルテガ大統領は、2022 年 2 月、ニカラグア来訪中のロシア政府代表団に対して、ウクラ

イナ侵攻を、「平和のための闘い」と評価し、ロシアとの連携を表明した。国連の場においても、ハイメ・

カスティージョ国連大使はウクライナ侵攻に関して、「対話を軸にした緊張緩和を求めたうえで、米国や

NATOによる対ロシア制裁やウクライナへの武器輸出を批判した。」（浜端 2022）。 
18 ベネズエラのプラセンシア外相は、「NATO に対抗するプーチンの戦い」を支持した（Malamud and 

Núñez 2022）。 
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ロンビアは、プーチン大統領の行動を糾弾した。2018 年から NATOのグローバル・パート

ナー19であり、2022年5月にバイデン政権から米国の「NATO非加盟の戦略的同盟国（Aliado 

Principal de los Estados Unidos fuera de la OTAN）」20に認定されたコロンビアは、NATO

を強く支持、ロシアを牽制する姿勢をみせた21。メキシコはロシアに制裁を課さないが、中

立の立場から攻撃を非難する姿勢に変えたと報じられる22（Feás and Steinberg 2022）。中

立の立場を保つエルサルバドルは、深まる米国政権との軋轢23を反映しているものと考えら

れる（Megerian and Goodman 2022）。 

 

一方で、ブラジルのボルソナロ大統領やメキシコの AMLO大統領は、ロシアによる欧州

の「主権国家への違法かつ暴力的侵攻、ロシア軍による戦争犯罪や人権侵害」を真っ向から

非難することを避けてきた（Bosworth 2022a）。アルゼンチンのフェルナンデス大統領も、

「戦争の激化に深い遺憾の意を表し」、「紛争に対する公正で持続的な解決を保証する対話

と主権、領土保全、国家の安全、人権の尊重」を呼びかけ、ロシア非難を避ける慎重さが目

立った24（Malamud and Núñez 2022）。 

 
19 日本、韓国、オーストラリア、ニュージーランド、イラク、アフガニスタン、パキスタン、モンゴルに

加えて、コロンビアは、2008年に設立された NATO「グローバル・パートナー（Partners across the globe）」

に 2018 年から参加しており、NATO との共通の利益に基づいて協力関係を強化してきた。コロンビアの

ドゥケ大統領（当時）は 2 月 14 日、ブリュッセルで NATO のストルテンベルグ事務総長と会談し、ロシ

アがウクライナに侵攻した場合は、NATO側に付くと明言した。「ロシアはコロンビアと敵対する隣国ベネ

ズエラのマドゥロ反米左派政権への軍事支援を強化しており、ドゥケ政権は神経をとがらせている。」（時

事通信 2022）。グローバル・パートナーになったからといって、自動的に NATOに加盟できるわけではな

く、これは欧州諸国、米国、カナダだけに与えられた権利である。ロシア・ウクライナ紛争が勃発して以

来、ラテンアメリカで唯一この称号を受けたコロンビアは、その戦略的位置づけから NATOにとってより

重要な国とみなされることになる。 
20 南米では、ブラジルとアルゼンチンに次いで、第 3番目の認定となる（Telesurtv 2022）。 
21 2022年 8月 8日に発足した左派のグスタボ・ペトロ新政権が、これまでコロンビアが続けてきた親欧

米路線を維持するのか、あるいは、域内のキューバやベネズエラなどの反米国家の指導者との関係、そし

て近年貿易・投資関係が深まっている中国やロシアとの関係を重視するのかは、今のところ不透明と言え

る（日本経済新聞 2002w）。 
22 メキシコは「侵略」の表現を避け、戦争拒否の姿勢を示し、合意と交渉を訴えた。マルセロ・エブラル

ド外相は、『メキシコは武力行使を拒否し、ウクライナ紛争の政治的解決を改めて求め、国連事務総長の平

和への呼びかけを支持する』と表明した。AMLO大統領は、「我々はいかなる戦争にも賛成しない。メキシ

コは常に平和と紛争の平和的解決を支持してきた国だ」と侵略を非難している（Malamud and Núñez 

2022）。だが、「メキシコ政府は、ロシアのウクライナ侵攻に対して、両義的で矛盾した立場を維持してき

た。メキシコが国連安全保障理事会で維持してきた外交路線と国内向けのメッセージとには、理解しがた

い相違点がみられる」と米ウイルソンセンターのベーカーは、このメキシコ政府の曖昧さがバイデン政権

との不必要な摩擦の原因となる可能性を指摘する（Baker 2022）。 
23 汚職や人権侵害をめぐって米国が苦言を呈していることに不満を持つエルサルバドルのナイブ・ブケレ

大統領を、米バイデン政権は「権力欲の強いポピュリスト」として非難してきた。この背景もあって、2022

年に米ロサンゼルスで開催された米州サミットに不参加を決めた西半球の 11 人の指導者の 1 人でもある。

グアテマラのアレハンドロ・ジャマッテイ大統領も、汚職や人権侵害をめぐって対立的な姿勢を見せてい

る。「昨年（2021年）の『民主化サミット（Summit for Democracy）』に招待された 100人超の指導者の

中に、ブケレもジャンマッテイも含まれていなかった」とインターアメリカン・ダイアログのマイケル・

シフター前会長は指摘する（Megerian and Goodman 2022）。 
24 アルゼンチン外務省のコミュニケはより明確で、「武力行使の断固拒否」を表明し、ロシアに「ウクライ

ナでの軍事行動を停止」するよう求めている。クリススナ・キルチネル副大統領は侵略を非難せず、「列強

の二重基準」と国連での拒否権を批判した（Megerian and Goodman 2022）。 
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国連安全保障理事会で 2 月 25 日、ウクライナに侵攻したロシアを非難し、ウクライナ

からのロシア軍の即時撤退を要求するアルバニアと米国が提出した決議案が投票に付され、

賛成 11、反対 1、棄権 3 の投票結果となったが、ロシアの拒否権行使によって否決され

た。LAC からの非常任理事国であるメキシコ（当時）とブラジルは賛成票を投じている。

中国、インド、アラブ首長国連邦が棄権した。欧米がロシアの軍事介入に全世界が断固反対

するという強いメッセージを打ち出したいこの時期に、中国やインドなどの新興国がロシ

ア侵攻の非難を避ける形となった。 

 

LACではロシアの侵略を非難する国が多いものの、欧米側からすると、LAC政府の立ち

位置には矛盾や曖昧さも目立つ。侵攻が始まってから 1 週間後の 3 月 2 日に開かれた国連

総会の緊急特別会合では、ロシアに対して「国際的に認められた国境内のウクライナの領土

から、直ちに、完全かつ無条件にすべての軍事力を撤退させる」ことを要求する決議に、193

の加盟国のうち 141 か国が賛成した（棄権 35か国、反対 5か国）。この決議には、LACか

らはキューバ、ニカラグア、ボリビア、エルサルバドルが棄権し、その他の LAC諸国は決

議案を支持した。ベネズエラはこの決議を非難したが、国連への拠出金未払いのため、投票

することができなかった（コラム３参照）。 

 

ロシアによるウクライナ侵攻が始まった翌日の 2 月 25 日、米州機構（OAS）において、

ロシア連邦によるウクライナ侵略を強く非難し、軍事プレゼンスの即時撤収を要求する「ウ

クライナ情勢について」の宣言が採択された。その際、ベネズエラ（グアィドー政府常駐代

表団）を含む 21か国が宣言に賛同している（Malamud and Núñez 2022）。ロシアの友好

国（ボリビアおよびニカラグア）、大統領がモスクワを訪問した 2か国（アルゼンチンおよ

びブラジル）、エルサルバドル、セントビンセント・アンド・グラナディーンは宣言に賛同

しなかった。キューバは OAS に復帰していない25。3 月 23 日に発表された最終公的文書

（OAS 2022）によると、ハイチ、ホンジュラス、ジャマイカ、ニカラグア、ウルグアイの

5 か国が最終的に支持に回っている（コラム３参照）。ブラジルはオタビオ・ブランデリ大

使を通じて武力行使を非難したが、「欧州における軍隊と戦略兵器のバランスについて」ロ

シアが表明する懸念にも配慮する必要があると述べた。また、アルゼンチンは、武力行使を

「強く拒否」しながらも、OAS と米州領域外で生じる紛争との「関連性の欠如」を強調し

（Malamud and Núñez 2022）、ロシアによるウクライナ侵攻は、必ずしも OASで採決さ

れる議題ではないとの見解を示した。 

 

 
25 キュ－バは、1962年の対キューバ制裁決議により、カストロ政権の OAS参加が認められず、同年キュ

ーバ側も OAS 脱退を発表している。その後、2009 年に同決議を廃止する旨の決議が採択されたものの，

キューバ側は復帰をしていない。 
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3 月 24 日に行われたウクライナに対する侵略の人道的影響に関する国連決議における

LAC 諸国の投票結果は、3 月 2 日の投票と変わりなかった。翌日 3 月 25 日、OASの常設

理事会がロシアに全軍の即時撤退を求める決議を採択した（コラム３参照）。OAS加盟国の

うち、27 か国が賛成、反対はゼロ、ブラジル、ボリビア、エルサルバドル、ホンジュラス、

セントビンセント・グレナディーンの 5か国が棄権した（Nolte 2022）。ニカラグアは、マ

クフィールズ大使が自国政府を「独裁国家」と呼んで解任されたため、欠席している

（Malamud and Núñez 2022）。 

 

コラム３：ウクライナ戦争に対する国際機関におけるラテンアメリカ諸国の反応 

国際連合および米州機構（OAS）の場合 

 

１．国連 

 

プーチン大統領は、LAC 諸国の首脳と直接電話会談を行うなど、精力的に外交活動を展開したが、国

連総会でのウクライナ侵攻非難決議の採択の際には、ロシアは孤立無援の様相を呈した（Malamud and 

Núñez 2022）。国連安全保障理事会で 2 月 25 日、ロシアによる軍事侵攻を非難する決議案が投票に付

され、賛成 11、反対 1、棄権 3 の投票結果であったが、ロシアの拒否権行使によって否決された。こ

の際、LAC からの非常任理事国であるメキシコとブラジルは賛成票を投じている（大串 2022）。 

 

3 月 2 日には、国連総会の緊急特別会合で、「軍の即時かつ無条件の撤退」を求め、「ウクライナ東部

の親ロシア派支配地域の独立承認の撤回要請」に関する議決案に、141か国が賛成した。LAC地域から

は、アンティグア・バーブーダ、アルゼンチン、バハマ、バルバドス、ブラジル、チリ、コロンビア、

コスタリカ、ドミニカ、ドミニカ共和国、エクアドル、グレナダ、グアテマラ、ガイアナ、ハイチ、ホ

ンジュラス、ジャマイカ、メキシコ、パナマ、パラグアイ、ペルー、セントクリストファー・ネイビス、

セントルシア、セントビンセント・グレナディーン、スリナム、トリニダード・トバゴ、ウルグアイの

27か国が賛成票を投じた。 

 

LAC を含め棄権したのは次の 35か国である。アルジェリア、アンゴラ、アルメニア、バングラデシ

ュ、ボリビア、ブルンジ、中央アフリカ共和国、中国、コンゴ、キューバ、エルサルバドル、赤道ギニ

ア、インド、イラン、イラク、カザフスタン、キルギスタン、ラオス、マダガスカル、マリ、モンゴル、

モザンビーク、ナミビア、ニカラグア、セネガル、パキスタン、南アフリカ、南スーダン、スリランカ、

スーダン、タジキスタン、ウガンダ、タンザニア連合共和国、ベトナム、ジンバブエである。LACから

は、ロシアと友好関係を続けてきたボリビア、キューバ、ニカラグアの他に、エルサルバドルの LAC4

か国が棄権している（Malamud and Núñez 2022）。ベネズエラは拠出金未納のため投票できなかった。

キューバは、自国政府が「いかなる国家に対しても武力行使やその威嚇に明確に反対する」と宣言する

一方で、「武力行使に至った要因を慎重に評価することなしに、ウクライナの現状を厳格かつ誠実に検討

することは不可能である」とも述べている（Ruiz 2022）。ベラルーシ、北朝鮮、エリトリア、ロシア、

シリアの 5か国が反対票を投じた。 

 

3 月 4 日の国連人権理事会では、ロシアを非難し、ウクライナ侵攻に関わる人権侵害を調査するた

めの国際委員会を設置する決議が採択された。賛成 32、反対 2、棄権 13 であったが、LAC からはア

ルゼンチン、ブラジル、ホンジュラス、メキシコ、パラグアイが賛成し、ボリビア、キューバ、ベネズ

エラが棄権した。 

 

戦争が激化するなか、3月 24日に開かれた国連総会の特別会合では、フランスとメキシコが提案した

「ウクライナに対する侵略の人道的結果」と題する決議 A/ES-11/L.2が採択され、ロシアによる敵対行

為の即時停止を要求した。賛成が 140か国、反対が 5か国、棄権が 38か国と、3 月 2 日の決議とほ

ぼ同様の投票内容であり、ボリビア、キューバ、エルサルバドル、ニカラグアが棄権し、ベネズエラは

投票できなかった（Ruiz 2022、大串 2022）。 

 

国連総会で 4 月 7 日、人権理事会メンバー国としてのロシアの資格を停止する決議が採択された。
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決議案に賛成した国が 93か国、反対した国が中国を含む 24か国、棄権した国がインドを含む 58 か国

と、3 月の国連総会の 決議案投票よりは反対と棄権が増えた。LAC からの賛成国（18 か国）：アンテ

ィグア・バーブーダ、アルゼンチン、バハマ、チリ、コロンビア、コスタリカ、ドミニカ、ドミニカ共

和国、エクアドル、グレナダ、グアテマラ、ハイチ、ホンジュラス、ジャマイカ、パナマ、パラグアイ、

ペルー、セントルシア。反対 3か国：ボリビア、キューバ、ニカラグア。棄権 9か国：バルバドス、ベ

リーズ、ブラジル、エルサルバドル、ガイアナ、メキシコ、セントキッツネービス、セントビンセント・

グレナディーン、ウルグアイとなった。 

 

２．米州機構（OAS） 

 

LAC 33か国と米国、カナダが加盟する米州機構（OAS）においても、ロシアによるウクライナ侵攻

に関する意思表明や決議が数回行われている。 

 

2 月 25日に開催された常設理事会は、「ロシア連邦によるウクライナへの違法かつ、不当で無謀な侵

略を強く非難」し、「軍事プレゼンスの即時撤収」を要求する「ウクライナ情勢宣言」を採択した。OAS

加盟国のうち、アンティグア・バーブーダ、バハマ、バルバドス、ベリーズ、カナダ、チリ、コロンビ

ア、コスタリカ、ドミニカ共和国、エクアドル、グレナダ、グアテマラ、ガイアナ、メキシコ、パナマ、

パラグアイ、ペルー、スリナム、トリニダード・トバゴ、米国、ベネズエラ（グアィドー政府常駐代表

団）の 21 か国がこの決議案を支持した（Malamud and Núñez 2022）。ハイチ、ホンジュラス、ジャマイ

カ、ニカラグア、ウルグアイの 5 か国が最終的に支持に回った。アルゼンチン、ボリビア、ブラジル、

エルサルバドル、セントビンセント・グラナディーンの 5 か国が声明に賛同していない。なお、ベネズ

エラの場合、野党勢力が多数を占めていた国会が任命したグアイド暫定大統領が 2019 年 4 月以降、

OASで同国を代表する権利を認められているため、かつて OASから脱退する意向を示していたベネズ

エラのマドゥロ政権の意向を反映するものではない（OAS 2022, Ruiz 2022）。 

 

OAS は 3 月 25 日にもウクライナからの軍隊の撤退をロシアに求める決議を採択し、「軍事プレゼン

スの即時撤収」を要求した。OAS によると、「ロシアの侵略は国際平和に対する犯罪である。ウクライ

ナの主権と領土保全に対して行われた武力攻撃は非難されるべきものであり、国際法に違反する非常に

重大な行為」としている。この声明は、ロシアがウクライナ東部の独立領であるドネツクとルハンスク

を「違法に承認」したことを「ウクライナの領土保全と主権の侵害」と非難することも含む宣言文に添

えられている（US Mission to OAS, 2022, Ruiz 2022）。この宣言は、バハマ、コロンビア、グレナダ、

ガイアナ、ハイチ、ジャマイカ、ペルー、トリニダード・トバゴ、米国、ウルグアイの代表団の賛同を

得て、アンティグア・バーブーダの代表が提出したものである。 

 

この宣言は、アンティグア・バーブーダ、アルゼンチン、バハマ、バルバドス、ベリーズ、カナダ、

チリ、コロンビア、コスタリカ、ドミニカ、エクアドル、米国、グレナダ、グアテマラ、ガイアナ、ハ

イチ、ジャマイカ、メキシコ、パナマ、ペルー、ドミニカ共和国、セントキッツネービス、セントルシ

ア、スリナム、トリニダード・トバゴ、ウルグアイ、ベネズエラ（グアィドー政府代表）の 27 か国に

よって支持された。反対ゼロ、欠席１（ニカラグア）、ブラジル、ボリビア、エルサルバドル、ホンジュ

ラス、セントビンセント・グレナディーンの 5か国が棄権した（US Mission to OAS 2022）。 

 

4 月 21 日には、OAS の常設理事会において、ロシアがウクライナへの攻撃をやめて撤退するまで

OASのオブザーバー資格を停止するという決議が採択された。賛成 25か国、反対はなし、棄権 8 か国

（LAC ではアルゼンチン、ボリビア、ブラジル、エルサルバドル、ホンジュラス、メキシコの 6 か国）、

欠席 1か国（ニカラグア）であった。 

 

 

 

4 月 7 日の国連総会では、ウクライナにおける深刻な人権侵害の疑いでロシアの人権理事

会からの資格停止について採決された。賛成票（93 か国）、反対票（中国を含む 24か国）、

棄権票（インドを含む 58 か国）の採決結果となった。その際、LAC諸国の票がさらに割れ



18 

 

た。賛成 18 か国、反対 3 か国（ボリビア、キューバ、ニカラグア）、棄権 9 か国（バルバ

ドス、ベリーズ、ブラジル、エルサルバドル、ガイアナ、メキシコ、セントキッツネービス、

セントビンセント・グラナディーン、ウルグアイ）となった。LAC 諸国のなかでは、3 月

2 日の投票で棄権したボリビア、キューバ、ニカラグアが反対、3 月にも棄権したエルサル

バドルに加えて、ブラジルとメキシコも棄権に回ったことは注目に値する（Nolte 2022）。 

 

こうしてみると、国連と OASでのウクライナ侵攻非難決議において、賛否の立場を一貫

して維持した国は 11か国に過ぎない（Malamud and Núñez 2022）。だが、LACには国連

やOASの場でロシアの侵攻を非難し、少なくとも非同盟の流れを汲む立場から交渉を求め、

軍事的侵略を糾弾する国が多い。ロシアによるウクライナ侵攻が始まった直後、ベネズエラ

のマドゥロ大統領のように、米国と NATO の非難に対するロシア政府の苛立ちを理解でき

ると述べた首脳も LAC にはいる。だが、プーチン政権に全面的に同調する国は LAC 地域

にはなかった。キューバ、ベネズエラ、ニカラグアも最終的には、「何らかの形で国際法、

国連憲章を擁護し、すべての人の安全と主権、そして地域と国際の平和、安定、安全を保証

する平和的手段と効果的な対話による危機の解決」外交を進めるよう提唱した（Ramonet 

2022）。「LAC地域は、弱体化するロシア、結束を強めたい欧州、これから友好関係をどの

ように強化すべきかを再考する中国、そして覇権回復を図る米国、の影響を受けることにな

る」と英エコノミスト・インテリジェンス・ユニット（EIU）誌はみている。 

 

ウクライナ侵攻に関する決議で反対も棄権もしなかった EU加盟国と異なり、LAC諸国に

は共通の立場がないことは確かだ。LAC において、ウクライナ戦争について何等かの声明

を出した地域統合組織は皆無と言える。民主主義、権力分立の基本原理、人権そして自由権

の促進、保護、尊重、そして国際法に基づく国家主権、領土保全が機能していることを参加

の条件とする南米の最新の統合グループである、「南米統合のための新枠組み（PROSUR）」

26も、ロシアのウクライナ侵攻に対して「無関心とも捉えられる中立の立場」を貫き、域内

での意見調整についても、なんらの役割も果たさず、組織として自らの立場を明らかにする

こともなかった。」（Malamud and Núñez 2022）。反米・左派的な LAC7 か国が加盟する地

域統合組織である「米州ボリバル同盟（ALBA）」27も同様である。EU・ラテンアメリカ・

カリブ海諸国共同体（CELAC）サミットや米州サミットにおいても、ロシアのウクライナ

 
26 現在、PROSUR（プロスール）参加国は、アルゼンチン、ブラジル、コロンビア、エクアドル、ガイ

アナ、パラグアイ、ペルー、スリナムの 8か国である。チリのボリッチ大統領は、プロスールへの参加停

止を 2022年 4月に表明している。プロスールは、前任のセバスチャン・ピニェラ大統領とコロンビアの

イバン・ドゥケ大統領によって 2019年に創設された地域統合の組織である。実質的には、南米諸国連合

（UNASUR）を代替する南米の地域統合機関とみなされた。 
27 現在の参加国は、アンティグア・バーブーダ、ボリビア（2019 年 11 月 15 日に暫定政府が脱退を宣言

したが、2020年発足のアルセ政権が復帰を宣言）、キューバ、ドミニカ、ニカラグア、セントビンセント・

グレナディーン、ベネズエラの 7 か国である。ホンジュラスは 2010 年 1 月、エクアドルは 2018 年 8 月

にそれぞれ脱退している。 
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侵攻について、共同宣言を出すのは当初から難しいだろうと考えられていた（Nolte 2022、

Malamud and Núñez 2022）。 

 

ロシアは中国と同様に、CELACと関係強化を図ってきた。CELACはベネズエラのウゴ・

チャベス元大統領が主導し、「多極化した国際社会の構築」と呼ばれる地政学的目標に向け

てキューバを排除している OASに対抗し、米国とカナダを排除したラテンアメリカとカリ

ブの共同体として 2011 年に結成されたものである28。ロシアは CELACと 2015年に、「政

治対話と協力のための恒久的なメカニズム」に署名し、自国の勢力外にある LACでの知名

度を高める手段としてきた。CELACにとっては、ロシアとの結びつきが CELACの域外諸

国との関係多極化に貢献するとともに、国際フォーラムにおける米国との関係を相対化さ

せる効果をもたらす。だが、OAS の決議発表翌日の 2 月 26 日に開かれた CELAC 会合で

は、ロシアのウクライナ侵攻について共同声明を発表することができなかった。ペルーが提

案した、LAC 諸国の国民の帰国送還を調整するための地域協議援助ネットワークの設立に

合意するに留まったのである29（Ruiz 2022）。 

 

国連決議において国際社会の結束を強調するのは欧米諸国、特に EUである。「このよう

な決議に、これほど多くの賛同票が集まることは異例である」と英国の王立国際問題研究所

のエンリケ・フェアスとフェデリコ・スタインバーグ両研究員は、国際社会で対ロシア非難

が強まっていると主張する。一方で、中国、インド、南アフリカ、イラン、そして中国から

巨額の援助を受けているアジア、アフリカ、ラテンアメリカの新興国や発展途上国のなかで

国連決議に棄権した国も少なくない（コラム 3）。経済的および外交的利益が異なる新興国・

途上国がリードするグローバル・サウス（Global South）30のウクライナ侵攻に対する見解

は米国や EUとは異なる。「これらの諸国にとって重要なのは、戦争が経済の減速や食料や

燃料の価格上昇による深刻な社会不安を引き起こすことを防ぐことであり、侵略そのもの

ではなく、欧米の制裁に原因がある」と考える新興国・途上国側の見解とは違いがあること

を両研究員は強調している（Feás and Steinberg 2022、Heine 2022）。 

 

エネルギーや食料品の値上りにつながる経済制裁には慎重な姿勢を示す新興国・途上国

は少なくない。これらの国では、すでに資金流出が起きて、多くの中央銀行は利上げを迫ら

れ、外貨建ての国債の利回り負担も高まり、経済の減速が続く。通貨ドルの上昇はドル建て

 
28 「ラテンアメリカ・カリブ首脳会議」（リオ・グループ）が前身であり、2011年 12月にベネズエラの首

都カラカスで開かれた LAC33 か国の首脳会議で正式に発足した。LAC の問題は LAC で解決するという

観点から、OASと異なり米国やカナダはメンバーではない。 
29 議長国であるアルゼンチン政府は、ペルーが提案した「LAC諸国の国民をウクライナから避難させるた

めの地域領事支援ネットワーク」を推進すると報じている。ウクライナ、ポーランド、スロバキア、ハンガ

リー、ルーマニア、およびその他の近隣諸国の CELAC 加盟国の大使館および領事館と常時連絡して進め

ると公式に発表した（Diaronethoy 2022）。 
30 「グローバル・サウス（Global South）」については、本レポート（下）の脚注 2を参照。 
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債務の急激な膨張にもつながる。その一例に過ぎないが、拡大する経済危機に苦しむアルゼ

ンチンのフェルナンデス大統領は、7月 2日にマルテン・グスマン経済相が突然辞任したこ

とを受けて、シルビナ・バタキス氏を後任に任命したが、就任後わずか数週間で解任した。

新たな経済相にセルヒオ・マサ下院議長を充てる人事を発表した。５月にインフレ率が前年

同月比 70％を超えて市民生活を直撃している。通貨ペソも下落し、燃料高騰に抗議するト

ラック運転手らのデモが起きるなど経済的に厳しい状況が続いている。7 月中旬に開かれた

G20 財務相・中央銀行総裁会議で、オンラインで登板が決まったバタキス経済相（当時）

は、「食料とエネルギーのインフレは、グローバルな不平等を拡大している」と述べ、財政

余力が乏しい新興国への配慮を求めている（日本経済新聞 2022v）。このような現状では、

外交上の立ち位置よりも、欧米の経済制裁から生じる社会不安を収めることが最優先され

る。 

 

LAC諸国の関与は、「米国の友好国でさえ限定的なもので、米国や EUのように、ロシア

に対して制裁を課したり、何らかの措置を講じたりする国は少ない」と考えられる

（Malamud and Núñez 2022）。大串（2022）が指摘するように、「ラテンアメリカの大多

数の国は、ロシアのウクライナへの侵攻直後から、ロシアの軍事行動の停止を求めた。温度

差はあるかもしれないが、今回のロシアの行動は正当化できないという立場が多かった」点

が重要である。「反米的ではない政権でも、それぞれの政治志向や実利によって米国に是々

非々の態度を取るようになってきた。反米でない政権は米国に対決的ではなくても米国が

望む行動を取るとは限らない」との見解が強まる。 

 

２．米国とベネズエラ 

 

世界でロシアのウクライナ侵攻に対する反発が強まるにつれ、米バイデン政権は LAC地

域における外交基盤の回復に、より関心を示すようになる。バイデン政権がロシア産の原油

や関連製品の輸入を全面的に禁止したことに伴い、ベネズエラ産原油の輸入再開に向けて

の協議31が 3 月に始まった。ベネズエラ政府は 3 月 8 日、拘束していた米国人 2 人を釈放

した。石油交渉を進めるために米国人の釈放を決めた可能性がある（日本経済新聞 2022b）。

この動きには、ロシアの LAC 友好国に対する地政学的影響力を低下させせるだけでなく、

米政府が 2019 年に当時のトランプ政権が経済制裁を発動した原油の輸入制限を緩和し、米

国がロシアから購入していた日量 50万バレルの重質原油と精製品の調達先をベネズエラに

 
31 ホワイトハウスの高官代表団が 3月にベネズエラの首都カラカスを訪れ、ロシアへの制裁を機に、米国

のエネルギー供給先の部分的転換を探った。マドゥロ大統領は、ミラフローレス宮殿での米高官との会談

を、「敬意と誠意、そして非常に外交的」だったと表現するなど、両国間では異例の対応になったと報じら

れた（Malamud and Núñez2022）。会談の 24時間後に、マドゥロ大統領は、2017年に汚職の容疑で拘束

されたベネズエラ国営石油会社 PDVSA の米国子会社幹部だったグスタボ・カルデナス氏、2021年に拘束

されたキューバ系米国人、ホルヘ・フェルナンデス氏の二人を釈放した（日本経済新聞 2022b）。 
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置き替えて、国内での原油価格の高騰を和らげる狙いもあると当時はみられていた（日本経

済新聞 2022a、Horton, Palumbo and Bowler 2022、Gago Ostos 2022）。バイデン政権は、

マドゥロ大統領と野党との交渉を促すためにも、石油取引制裁を緩和し、石油貿易の再開の

可能性について対話する必要があると踏んでいる。米国内でも大きな議論を呼んだ。マル

コ・ルビオ米上院議員（フロリダ州選出）は、対ベネズエラ制裁の緩和には強く反対してい

る。 

 

ベネズエラは、2014 年から 22 年の間に原油の生産量が 80％超減少し、ベネズエラ国営

石油会社（PDVSA）の生産が日量 50 万～60万バレルまで低下しているため、米国にとっ

てロシアに取って代わる原油供給国として生産量の回復が可能かどうか、大事な局面に立

たされている。世界最大の石油埋蔵量を誇るが、その石油のほとんどが超重質油である。生

産や精製品の増産のためのインフラ整備も遅れている。ベネズエラ政権にとって、ウクライ

ナ危機は、「政治的孤立を打破し、ドル化によるハイパーインフレ抑制の機運を後押し、回

復基調にある景気を後押しする機会の窓口となる」とマラムドとヌニェスは指摘する

（Malamud and Núñez 2022）。 

 

一方で、マドゥロ政権が米国と部分的であっても和解する狙いは、経済制裁の緩和だけで

なく、米国政府がフアン・グアイドを暫定大統領として容認することを止めさせることにあ

る。また、経済的背景には、マドゥロ大統領と反対派との間で、PDVSAの傘下企業で、米

国に拠点を置くシトゴ石油社（Citgo Petroleum）の製油所の所有権が重要な争点となって

いる現状がある。トランプ前政権は、マドゥロ大統領の追放策の一環として、野党が擁立す

る国民議会のグアイド議長をベネズエラの正当な指導者と認め、シトゴ社の親会社である

PDVSA を制裁したため、2019 年にシトゴ社は野党の支配下に移った。マドゥロ大統領に

とって、野党によるシトゴ社の米国にある精製所資産の支配は、政治危機の解決に向けての

反対派との対話プロセスにおいて特に重要なポイントとなると同大統領は述べている

（Reuters 2022a）。シトゴ社は米国で第 8位の石油精製力を有しており、「ベネズエラの至

宝ともいえる海外資産」である。同社の 3つの製油所の能力は日量 75 万バレルと推算され

る（Reuters 2022a）。 

 

ロイター通信によると、米国務省は、欧州のロシア産原油への依存度を下げ、中国のベネ

ズエラ産原油輸入を抑制するため、PDVSAと合弁事業を行っているイタリアのエニ（Eni）

社とスペインのレプソル（Repsol）社の二大石油会社に対し、ベネズエラ産原油の欧州向け

出荷の再開を容認した32。これは、2 年前からトランプ前政権がベネズエラに対する制裁を

 
32 バイデン政権は、米国石油メジャーである Chevron Corp（CVX.N）、インドの Oil and Natural Gas 

Corp Ltd（ONGCおよび ONGC.NS）、フランスのMaurel & Prom SA（MAUP.PA）には同等の待遇を与

えていない。これら 4 社は、ベネズエラの累積債務と引き換え石油取引ができるよう米国務省や米財務省

に働きかけていると報じられる。トランプ前米大統領が対ベネズエラ制裁のために実行した「最大限の圧
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強化した際に中断されていた「原油と債務のスワップ」を再開するものである。早ければ 7

月から出荷が可能となる（Jiménez 2022、Reuters 2022d）とされていた。エニとレプソル

両社が受け取るベネズエラ産原油の量は大きくなく、世界の石油価格への影響は小さいと

されるが、マドゥロ大統領にとって、ベネズエラがこれまで凍結されてきた欧州向けの石油

輸出を再開することに米国政府が同意することは、象徴的な米国の政策転換と捉えられる。

両社は、この原油輸出を未払い債務や遅延利払いに補填できると報じられる33（Parraga and 

Spetalnick 2022）。8 月 12 日付のロイター通信によると、PDVSA 社はエニおよびレプソ

ル両社との取り引きを停止し、「原油・債務スワップ」ではなく、「原油と燃料との引き換え

取り引き」に転換するよう要求したとされる（IAD 2022m）。 

 

米財務省は、欧州の石油二社にベネズエラでの操業を容認して間もなく、マドゥロ大統領

とベネズエラの野党グループとの対話を促進するために、ベネズエラで操業している最後

の米石油大手シェブロン社、およびエニ社、レプソル社にベネズエラでのガス・石油鉱床の

開発を許可している。しかし、シェブロンは同国での操業再開を許可されてはいるものの、

米国への石油輸出はまだ許可されていない。そこで、シェブロンは、米政府がベネズエラ産

原油の禁輸措置を緩和した場合に備えて、同社が関与を弱めていた現地合弁企業からの米

国への原油輸入再開ができるように準備を進めているとも伝えられる（ロイター 2022a、

Reuters 2022d）。2019 年から停止している原油輸入の再開を米国が許可すれば、米国に拠

点を置くシトゴ社は、輸入を再開する用意があると、同社のカルロス・ジョルダ最高責任者

が 7 月 8日に語っている（IAD 2022j）。 

 

上述したように、ベネズエラの石油産業に対する米国の制裁が間もなく終わるかのよう

にエネルギー企業が行動を起こしている。6 月には、米国の投資会社グラマシー・ファンズ・

マネジメント社とアトモス・グローバル・エナジー社が、2001 年に原油が発見されたベネ

ズエラ東部沿岸にあるパリア東湾石油プロジェクトの株式保有するベネズエラのイネレク

トラ・グループと、石油・ガス探査のための合弁会社を設立した34（Reuters 2022d）。ベネ

ズエラとの関係改善を示唆するバイデン政権の最近のこのような動きをみると、制裁が間

もなく解除されるとの期待もある。だが、制裁緩和は米国内では反対派が少なくない。米・

ベネズエラ関係の「雪解け」は簡単ではなく、可能であったとしても時間がかかると考える

向きが大勢である（Bosworth 2022b）。 

 

 

力（maximum pressure）」作戦の最中、2020 年半ばに、同 5 社に対して「石油と債務のスワップ」を停

止した背景がある（Parraga and Spetalnick 2022）。 
33 ある関係者によると、この取り決めの条件として、対象となる石油は欧州向けに限っており、他の国・

地域への転売は禁止される。中国は西側の対ロシア制裁に署名しておらず、米国の訴えにもかかわらず、

ロシアの石油とガスを購入し続けている（Jiménez 2022)。 
34 両社は、この石油ベンチャーへの投資規模を明らかにしていない。操業には米国とベネズエラ両政府の

承認が必要となる（Reuters 2022c）。 
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C. 新しい国際秩序に向けて：LACの立ち位置 

 

ロシア・ウクライナ紛争は、米国の LACとの関与体制についても問題を提起する。多く

の LAC諸国にとって最大の貿易相手国である中国の影響力が強まるなか、地域では左派政

権が誕生した国もあり、反米感情が高まり、プーチン大統領の支持に回る国が増えれば、ブ

ラジル、メキシコ、アルゼンチンなどの経済大国を含む多くの国が、米国に対して「支持か

反対か」の立場を取らざるを得なくなり、LAC 地域の貿易・投資関係にも影響が出てくる

との観測が成り立つ（EIU 2022）。 

 

だが、「そのような懸念は杞憂に終わった」とウッドロー・ウィルソン国際学術センター 

ラテンアメリカ・プログラム副所長のベンジャミン・ゲダンは指摘する（Gedan 2022）。む

しろ、「プーチンの蛮行に対するラテンアメリカの対応は、米国との価値観の共有を高め、

米国が同地域でいまだに十分な外交的機会を有していることを示唆する。単にプーチンの

ご機嫌を取るために、民主主義、人権、国際法へのコミットメントを放棄するほどの苦境に

LAC地域は立たされていない」と、LAC地域の新左派政権がプーチン支持に回るとは考え

にくいとゲダンは主張する（Gedan 2022）。 

 

LAC 諸国はむしろ、西側諸国の決定に無条件に従うのではなく、平和を支持する主導的

な役割を果たすべきであると指摘する専門家もいる（Ruiz 2022、Heine 2022、Hlela 2022、

Hadar 2022）。例えば、LAC諸国の主要貿易相手国であり、ウクライナと良好な貿易関係を

維持し、人道支援を送り、ロシアにも経済的、戦略的に強い結びつきがありかつ影響力を持

つ中国、インド、その他の新興国・途上国と連携して、調停イニシアティブを支援すること

ができるかもしれない。 

 

前述したように、ウクライナ戦争を受け、国連総会でウクライナに侵攻したロシアを非難

し、ロシアに戦闘停止と軍事力の撤退を要求する決議で、35か国が棄権した （コラム３）。

国連でのロシアに対する投票形態は、従来の先進国（北 North）と途上国（南 South）間の

従属的な関係を反映するのではなく、「積極的な新しい非同盟（NAM）」型の外交政策を目

指すものと考えられる」とケニアのナイロビにある南アフリカ共和国高等弁務団の一等書

記官を務めるノントベコ・フレラは指摘する（Hlela 2022）。非同盟運動（NAM）の創設者

である旧ユーゴスラビアのヨシップ・ブロズ・チトー大統領とインドのジャワハルラール・

ネルー首相は、1954 年 12 月に署名した共同声明で、「ブロックとの非同盟政策は、...『中

立』や『中立主義』ではなく、時に言われるように受動性も表さない。それは、集団安全保

障の基礎として集団的平和をその目標とする、積極的、能動的、建設的な政策を表すもので
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ある」35と定義している（Hlela 2022）。 

 

前節で述べたように、ラテンアメリカの経済大国であるブラジル、メキシコ、アルゼンチ

ンの首脳は、ウクライナ紛争への中立の立場を強調してきた。アルゼンチンとブラジルの首

脳は、戦争勃発の直前にモスクワを公式訪問している。「戦争に対する対応は、紛争に直接

的または間接的に関与したすべてのプレーヤーの国益と地政学的考慮を反映しており、文

化、人種、南北分断を特徴とする経済的疎外感とは関係ない」とし、LAC 諸国が米国との

同盟関係を目指すのか、あるいはロシアとの同盟を拒否するかは、当該国の価値観・主義に

基づくと同時に、「地政学的現実に基づく賢明な戦術的関与」だとの見方もできる（Heine 

2022, Hlela 2022）。 

 

特に、ラテンアメリカの場合、地域内での協力メカニズムの強化、多国間主義へのコミッ

トメント、世界経済ガバナンスのための地域協調、そして新しいラテンアメリカ外交政策に

向けての方針転換には、「積極的非同盟（Active Non-Alignment）」アジェンダを推進するこ

とが必要になると、チリの大使として南アフリカ、インド、中国を歴任した現ボストン大学

教授のホルヘ・ハイネは指摘する（Heine 2022）。この考え方は、非同盟運動（NAM）や「自

治主義学派 “School of Autonomy”」36と呼ばれるラテンアメリカ発の国際関係論の伝統を汲

んでいるとし、その考え方に基づいて、LAC 諸国は 2021 年 12 月にワシントン D.C.で開催

された民主化サミット、およびメキシコ・シティで開催された「中国―ラテンアメリカ閣僚

フォーラム」などの国際会合に参加しているとハイネ教授は挙げている。 

 

中ロ間の緊密化が注目されるなか、5 月に、中国の習近平国家主席は、「冷戦的な考え方

やブロック対立を否定し、すべての人のための安全保障の国際社会を築くために協力する」

ことを BRICS 加盟国に呼びかけた。5 か国の首脳は、米国主導の自由主義的秩序に対して

一定の距離を置いている。ブラジル、中国、インド、南アフリカの首脳も、ウクライナに侵

攻したロシアのプーチン大統領を公然と非難することはなかった。中国の習近平国家主席

は、BRICS 加盟国の拡大に意欲を示す37。ロシアのプーチン大統領にとって BRICSは、「ウ

 
35 「グローバル・サウスの国々は、大人（先進国）がルールを作り、世界が進むべき道を決めるのを見守

る『窓際族』である。今こそ、NAM の動きを活性化させる時である。NAM は、グローバル・サウスの国々

の指導者がエゴを捨て、地球規模で戦略的に考え、その多大な人的資本、天然資源、技術的創意をより有

効に活用することによってのみ成功する」とフレラは説く（Hlela 2022）。 
36 「自治主義学派」理論は、冷戦時代の経験に基づいて１970 年代から 1980 年代にかけてアルゼンチン

とブラジルでホアン・カルロス・プイグが中心となって展開された。その基本的な考え方は、国際関係論

における「グローバル・サウス」の議論と関連性が高く、現在でも説得性を有するものと考えられる。プイ

グは 1973年、エクトル・カンポーラ次期大統領によってアルゼンチン外相に任命され、同年 5月に就任し

た。短い在任期間ではあったが、マルビナスの主権移譲交渉を前進させた人物として知られる。 
37 6 月 23 日に中国を議長国として、第 14 回 BRICS 首脳会議がオンライン形式で行われた。この会合は

「グローバル開発に関するハイレベル対話」と題され、アルジェリア、アルゼンチン、イラン、エジプト、

インドネシア、カザフスタン、セネガル、ウズベキスタン、カンボジア、エチオピア、フィジー、マレーシ

ア、タイの計 13 か国が BRICS 加盟国とともに参加していた。アルゼンチンとイランが BRICS への加盟

申請を行ったと報じられる（JETRO 2022c、Gibson 2022、日本経済新聞 2022r）。 
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クライナ侵攻による孤立を避けて、「中国だけに頼らず、パートナーシップを多様化する」

ためのフォーラムとして位置付けたいとの思いが透けてみえる。 

 

一方で中国は、ロシアの侵攻を黙認した結果、米国やその同盟国との緊張が拡大し、孤立

感を深めているとみられる。意識的にサプライチェーンを中国から分散させ、インド太平洋

経済枠組み（IPEF）のような新しい協定を結び、エネルギーにとって重要な材料や鉱物、レ

アアースの安全かつ信頼性の高い物流システムを確保するために連合体を立ち上げたいと

いう米国の目論見を阻止したいところであろう。こうした中国の立場からすると、BRICSは

「欧米抜きの国際秩序が可能であることを示す有益な手段」であり、インドからすると「多

国間プロセスにより中国の拡大主義を牽制する」役割を果たす。だが、中ロが主導する

BRICS を軸に対米欧路線を進めることに対して、日米やオーラリアとともに構成する 4 か

国の枠組み（クワッド）に参加するインドは複雑な立場に置かれている。ブラジルと南アフ

リカは、それぞれの大陸で「自らの地位を確認」することに BRICS の価値を見出そうとし

ていると、インドの O.P.ジンタル・グローバル大学教授のチャウリア・スリーラムは指摘す

る（チャウリア 2022）。 

 

7 月 7 日、中国政府は、BRICS加盟を申請していたアルゼンチン政府の意向を正式に支持

するとの表明を出した。加盟には他のメンバーの賛同が必要だが、実現すれば「途上国の利

益を守るための発言力を強化・拡大できる」と中国の王毅外相は強調している（ロイター

2022c）。アルゼンチンに加えて、イランが、「対立が進む世界の潮流、一国主義、ナショナ

リズム、制裁や経済措置などの課題により、（BRICSのような）国連と並ぶ新たな組織を設

立して強化する必要性が生じている」（JETRO 2022c）との立場を表明し、BRICS 加盟を正

式に申請している。 

 

ウクライナ侵攻で対立する米国とロシアが、中国、インド、ブラジル、アルゼンチン、イ

ンドネシア、メキシコ、南アフリカ、トルコなどの新興国が参加する G20 を舞台に、対ロ

シア、対中国の陣営作り作戦を展開している。米バイデン政権は、世界の GDP の約 8 割、

人口の 3 分の２を占める G20 からのロシアの排除を唱えており、それが実現すればロシア

の世界での孤立を示す象徴的な動きとなる。一方で、G20 には中国の友好国も多く、米国主

導のロシア包囲網の拡大に反対する国もある。実際、G20 は、ウクライナ危機で対立する二

陣営の主導権争いの場になっているとも言える38。G20 の枠組みのなかでは、カナダ、フラ

ンス、ドイツ、イタリア、日本、英国、米国の 7 か国で構成されるG7や韓国、オーストラ

リアが対ロシア金融・経済制裁で足並みをそろえる一方で、中国、インド、インドネシア、

 
38 7 月 16 日に閉会した G20 財務相・中央銀行総裁会議では、ウクライナに侵攻したロシアへの対応を巡

って意見が対立し、議長国のインドネシアは全会一致を原則とする共同声明に代わって議長総括を出すこ

とに留まった。11月の G20サミットに向けて不透明感が高まっている（日本経済新聞 2022v）。 
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ブラジルなどは制裁に加わっていない。ブラジル、アルゼンチン、メキシコがその他のメン

バー国と協調し、ロシアを巻き込んだ形で、米ロの対立に折り合いをつけ、食料やエネルギ

ー危機を協議できる場となればとの期待感もある。G7内でも、ロシアを巻き込んだ議論が

重要だとの見方もある（日本経済新聞 2022s）。 

 

G20 グループ内の分断化は、日米中ロに加えて中華台北（台湾）も含む環太平洋の 21か

国・地域が参加する「アジア太平洋経済協力会議（APEC）」でも起こりかねない。5月 21

日にタイのバンコックで開催された貿易相会合で、ロシアのレシェトニコフ経済発展相が

発言した際、ロシアのウクライナ侵攻への抗議の意を示すため、日米の代表のほか、カナダ、

オーストラリア、ニュージーランドの計５か国の出席者が退席した。同会合では、新型コロ

ナ感染拡大からの経済回復に向けて、域内での人の移動の自由、多国間貿易の重要性、エネ

ルギー価格高騰への対応などが議論された。APECは本来、参加国・地域が経済協力を深め

るための枠組みであり、政治問題を避ける傾向があるものの、日本政府関係者によると、初

日の会合ではウクライナ侵攻も話題になったという（時事通信 2022b）。APECの分断化は

環太平洋地域で協力体制を強化したいチリ、メキシコ、ペルーのラテンアメリカ 3 加盟国

だけでなく、これまで APEC 加盟を希望してきたコロンビア、コスタリカ、パナマにとっ

ても、判断に苦しむ動きだと言える。 

 

V. 結論に代えての附言 

 

ロシアによるウクライナ侵攻は、今後長期にわたって国際秩序の方向性を左右する重大

な地政学的変化を引き起こしたと言える。ジョンズ・ホプキンズ大学 SAIS客員研究員の田

幡（2022）によると、ソ連が崩壊し、ロシアが成立してから 30 年以上が経つが、この間、

「民主主義、自由貿易、効率的市場、所得の平等、途上国の成長、世界をカバーする 20か

国・地域（G20）などの根幹とするグローバリゼーションが世界に浸透し、成果を挙げてき

た。」だが、「世界はいま、米国、日本、EU、英国、カナダ、オーストラリアなど民主主義

に基づき、政府の市場介入を抑制する『自由市場資本主義』と、中国、ロシア、インド、イ

ラン、および中国から巨額の援助を受けている途上国などから構成される専制的で政府に

よる強い市場統制を是認する『国家資本主義ブロック』とに分断され、両ブロックが互いに

優位を競う歴史的転換点に至っている。」田幡が指摘するこのブロック構成プロセスの一環

として、米州域内でも分断化が進んでいるようにも見える。だが、この二極化プロセスが進

むなか、LAC 地域には、独自の立ち位置を模索している国が少なくないようにも見える。

その意味で、ロシアによるウクライナ戦争は、侵攻以前から感知されていた LACの地政学

的多極化への移行を加速させるかもしれない。 

 

コロナ禍の影響で経済的苦境、市民生活の不安感、政府対応への不満が高まり、権威主義
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的な締め付けが強まる国もあるなか、第 9 回米州首脳会議が 6 月 6～10 日に米国ロサンゼ

ルスで開催された。米バイデン米大統領はカナダと LAC 21 か国の首脳と会談し、経済連携

や移民問題、気候変動対策などについて議論した。サミット主催国のバイデン大統領は、キ

ューバ、ベネズエラ、ニカラグアなどを、人権や民主主義への懸念を理由に排除したことか

ら、メキシコなど数か国が反発し、出席を事実上ボイコットした。メキシコの AMLO大統

領も参加しなかった。まさに、「民主主義対専制主義」の対立軸を持ち込んで開催されたサ

ミットと言えるかもしれない39。しかし、米州域内で米国外交に追従するのではなく、域内

外の新興国・途上国と連携しながら、新しい国際秩序に向けて、「民主主義対専制主義」に

とらわれない、ラテンアメリカ独自の外交指針を模索する国の意思を反映しているように

も見える。 

 

ロシアのウクライナ侵攻を契機に、LAC のパートナーとの同盟関係を強化することは、

米国に課せられた大きな課題である。コロナ禍、米中間の対立激化、ロシアのウクライナ侵

攻で、米州関係にさらなる負担が強いられる。サミットの主催側のバイデン政権は、地政学

的緊張の高まりとともに米州で民主主義の後退が危惧されるなか、この会合が多国間の協

力と協調の促進に繋がることを期待していた。6月 8日に「経済繁栄のための米州パートナ

ーシップ構想（APEP）40」が、そして 6 月 10 日には新たな国際枠組み「ロサンゼルス宣

言」が発表された。 

 

民主主義と法の支配が LAC 域内でも遵守されるには、米国の対 LAC 投資の促進と、米

国のニアショアリング戦略が必要となる。中国の対 LAC投資が拡大するなか、付加価値の

高いサプライチェーンの構築と原材料の供給源を確保する必要がある。また、キューバ、ベ

ネズエラ、北部三角地帯（グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラス）からの移民は、米

国経済の労働力不足の解消の観点からしても、米州的な協調策が必要となる。社会的・経済

的不平等への対策、グリーンエネルギーの推進、移民問題への対応41、民主的ガバナンスの

 
39 米国が第１回サミットを米フロリダ州マイアミ市で主催して以来 30 年の間に米州は変化し、LAC諸国

の優先事項も変化してきた。「1994 年の米国は、アメリカ大陸での地位が高まり、ソ連が崩壊し、中国は

まだ世界の競争相手になっておらず、一極集中の輝きに包まれていた」 と米ダートマス大学ラテンアメリ

カ・カリブ研究客員教授で元米国国務副長官補（西半球問題担当）のピーター・デシャゾが指摘する（IAD 

2022c）。 
40 APEP構想における交渉分野は、① 地域経済機関の再活性化と投資の促進、② より強靭なサプライチ

ェーンの構築、③ 基本的な公共投資の底上げ、④ クリーンエネルギー関連雇用の創出および脱炭素化と

生物多様性の維持推進、⑤ 持続可能で包摂的な貿易の実現の 5 本の柱となる。バイデン政権高官による

と、APEP はバイデン大統領が 5 月に発足させた「インド太平洋経済枠組み（IPEF）」に類似した経済枠

組みとなる。すなわち、APEPに参加する国は、5つの交渉分野から自国が希望する分野のみに参加が可能

となる（JETRO 2022b）。 
41 キューバ、ニカラグア、ベネズエラを招待しないという米国の決定に対して、メキシコの AMLO 大統

領など一部の首脳がボイコットしたことで影が薄くなった今回の米州サミットであるが、その最も大きな

成果として、各国に対し、亡命許可制度の整備や、より多くの就労ビザの許可、また、より多くの移民が米

国国境に到達する前に当局が阻止できるよう国境警備の強化を求める「移民と保護に関するロサンゼルス

宣言（The Los Angeles Declaration on Migration and Protection）の合意が挙げられる。バラク・オバマ
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改善など、ロサンゼルス会合には参加しなかった権威主義的な政権に対しても新しいアプ

ローチが必要との認識が強まったとも言える。 

 

ウクライナ侵攻による物流停滞や食料不足の問題が深まり、食料の輸出規制を課す国が

増えるなか、世界貿易機構（WTO）に加盟する 56の有志国・地域が、ウクライナ支援で連

帯を表明する共同声明を WTO 閣僚会議が始まった 6 月 12 日に発表した。「ウクライナ産

穀物の略奪などは、WTOの原則と価値観に反する」と非難した。しかし、共同声明に加わ

ったのは WTO の 164 全加盟国・地域の 3 分の 1 程度にとどまった。欧米の対ロシア制裁

に反対する中国やロシアと伝統的に友好関係にあるインドなどは共同声明に加わっていな

い。LAC 地域からは、チリ、コロンビア、コスタリカ、エクアドル、メキシコ、パラグア

イア、ペルー、ウルグアイが合意したに過ぎない（EU Directorate-General for Trade 2022）。

新型コロナ禍からの回復途上で新たな危機に直面する世界貿易の突破口を見出せるか、

WTOの存在意義が問われる（日本経済新聞 2022p）。 

 

WTOのケースでも見られるように、多国間の国際協力の枠組みやルールが軽視され、世

界経済がより細分化され、これまで深化してきたグローバル化の動きに歯止めがかかる。欧

米諸国の対応によっては、西側パワーが相対的に衰退し、新しい地政学的同盟が生まれ、中

国やインド、南アフリカ、幾つかのラテンアメリカ諸国など、ウクライナ戦争に両義的な立

場をとっている新興アクター、いわゆる「グローバル・サウス」の存在感が高まるかもしれ

ない。新しい「陣営作り合戦」はまだ完了していないため、今後数年間は、LAC 諸国のみ

ならず、日本にとっても特に重要な時期を迎えることになろう。 
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日本経済新聞（2022i）「肥料値上げ、最高値 JA 全農最大 9 割 野菜価格押し上げ」6 月 1 日

付。 

 

日本経済新聞（2022j）「ウクライナ産小麦 4 割減 今年収穫量見通し」6 月 2 日付。 

 

日本経済新聞（2022k）「世界の石炭発電 過去最大 ウクライナ侵攻、ガス代替需要」6 月 4 日

付。 

 

日本経済新聞（2022l）「米ガス高 シェール前水準、欧州輸出で需要逼迫」6 月 5 日付。 

 

日本経済新聞（2022m）「ロシア原油 中印が下支え 買い手減り大幅安、調達拡大」6 月 8 日

付。 

 

日本経済新聞（2022n）「食料輸出規制 20 カ国に 侵攻、自国優先に拍車」6 月 9 日付。 

 

日本経済新聞（2022o）「米、中南米外交に綻び 8 か国首脳、会議ボイコット」6 月 10 日付。 

 

日本経済新聞（2022p）「WTO、危機下で分断鮮明」6 月 14 日付。 

 

日本経済新聞（2022q）「肥料高騰、農業に打撃 中国輸出制限 ロシア侵攻が拍車」6 月 21 日

付。 

 

日本経済新聞（2022r）「対米欧、BRICS 軸に 中国、インド引き寄せ狙う」6 月 24 日付。 

 

日本経済新聞（2022s）「米ロ、G20 にらみ外交戦 新興国引きつけ競う」７月 2 日付。 

 

日本経済新聞（2022t）「食料の輸出規制 世界取引 2 割に」７月 7 日付。 

 

日本経済新聞（2022u）「輸入鶏肉、卸値 1 割高 ブラジル産 ウクライナ産代替で」７月 8 日

付。 
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日本経済新聞（2022v）「G20,日米欧陣営作り苦戦 対ロシア制裁に新興国慎重」７月 17 日付。 

 

日本経済新聞（2022w）「中南米各国 左派連携も コロンビア ペトロ政権発足」8 月 9 日付。 

 

ヒル・ピーター（2022）「ウクライナ危機で温暖化対策は加速」、グローバル・オピニオン、日本

経済新聞、6 月 9 日。 

 

ロイター（2022a）「シェブロン、ベネズエラ原油禁輸緩和にらみ現地事業てこ入れ＝消息筋」3

月 15 日。https://jp.reuters.com/article/venezuela-usa-chevron-idJPKCN2LC09Z 

 

ロイター（2022b）「シェブロンのベネズエラ事業、米政府がライセンス更新」6 月 2 日。 

https://jp.reuters.com/article/venezuela-politics-chevron-idJPL3N2NK0A0 

 

ロイター（2022c）「アルゼンチンのＢＲＩＣＳ加盟、中国が正式に支持表明」7 月 7 日。 

https://jp.reuters.com/article/argentina-brics-china-idJPKBN2OJ00Z 
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